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本市は、平成13年６月に、性別にかかわらず市民一人ひとりの個性が輝く「住みよ

いまち、住みたいまち」の創造を目的とする「岡山市男女共同参画社会の形成の促進に

関する条例（さんかく条例）」を、市民との協働により策定しました。 

このさんかく条例の規定に基づき、平成14年3月に「岡山市男女共同参画社会の

形成の促進に関する基本計画（さんかくプラン）」、平成19年3月に「新さんかくプ

ラン」、平成24年3月に「第3次さんかくプラン」を策定し、男女共同参画社会の実

現に向け、取組を推進してきました。 

また、平成22年 3月には、同条例に基づき、DV防止及び被害者支援の施策を総合

的・計画的に推進するため、「岡山市DV対策基本計画」を策定し、配偶者・パートナ

ーからの暴力の根絶に向けた取組を推進してきました。 

こうした中、国においては、少子高齢化による労働力人口の減少が進む中で、あらゆ

る分野において女性の参画を拡大することは、社会の多様性と活力を高めるためにも極

めて重要であるとし、女性の活躍促進のための取組を推進してきました。 

平成 27年８月には、働くことを希望する女性が、職業生活において、その個性と能

力を十分に発揮して活躍できるよう、国や地方自治体、事業主に必要な取組を促すため

の「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成27年法律第64号）」が

成立するなど、女性活躍促進に向けた動きがさらに広がりつつあります。 

一方、本市が平成２７年度に実施した「男女共同参画に関する市民意識・実態調査」

（以下「市民意識・実態調査」という）の結果においては、固定的役割分担意識は解消

されつつありますが、職場において男女の地位が平等と考える人の割合が約２割と低い

状況や、仕事と家庭生活や地域生活等を両立できていない状況が表れているなど、男女

共同参画社会を実現するための課題が多くあがっています。 

これらの課題を踏まえ、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計

画的に推進するため、「第4次さんかくプラン」を策定しました。 

第１章 計画策定にあたって 
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１ 計画の目的 

本計画は、一人ひとりの人権が尊重され、市民が自らの意思によって社会のあらゆる

分野に参画し、性別にかかわりなく個性や能力を十分に発揮できる、男女共同参画社会

の実現を目的として、さんかく条例に規定する７つの基本理念に基づき策定するもので

す。 

基

本

理

念

（
さ
ん
か
く
条
例
第
３
条
要
約
）

①  性別による差別的な取扱いを受けることなく、個人としての尊厳が尊重

されること 

②  性別による固定的な役割分担によらず、自らの意思と責任により多様な

生き方が選択できること 

③  家事や育児などの家庭生活における活動と仕事などのその他の活動が

両立できること 

④  政策・方針の立案及び決定において、いずれかの性に偏ることなく 

互いに共同して参画する機会が確保されること 

⑤  妊娠、出産その他の性と生殖に関することについて、自らの決定が尊重

され、生涯にわたり健康を享受できること 

⑥  国際的な取組と協調・連携して男女共同参画の施策が推進されること 

⑦  市、市民、事業者は主体的にその役割を果たし、互いに協働すること 
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ＤＶ防止法
(配偶者からの暴力の防止及び
被害者の保護等に関する法律）

市町村基本計画

男女共同参画社会基本法
市町村男女共同参画計画

女性活躍推進法
（女性の職業生活における活
躍の推進に関する法律）
市町村推進計画 ※

岡山市男女共同参画社会の形成の
促進に関する基本計画
（第４次さんかくプラン）
＜計画期間：平成29年度～33年度＞

※女性活躍推進法に基づき設
置する「岡山市女性活躍推
進協議会」で意見聴取

２ 計画の位置付け 

 男女共同参画社会基本法（平成11年法律第78号）第１４条第３項及びさんかく

条例第９条に規定する基本計画として位置付けます。 

 本計画のうち「重点目標２」は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関

する法律（平成13年法律第31号）第2条の3第3項に基づく「市町村基本計

画」に該当します。 

 本計画のうち「重点目標７～９」は、女性の職業生活における活躍の推進に関する

法律（女性活躍推進法）第６条第２項に基づく「市町村推進計画」に該当します。 

 上位計画である岡山市第六次総合計画との整合性を図り、市政のあらゆる分野の施

策の推進にあたり、男女共同参画の視点をいかします。 

３ 計画の期間 

本計画の期間は、平成29年度から平成33年度までの５か年とします。 

なお、社会情勢の変化への対応や計画の進捗状況の反映など、必要に応じて計画の見

直しを行います。 
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４ 社会情勢等の変化 

（１）人口の減少 

我が国の人口は、人口動態統計によると平成17年に初めて自然減に転じ、平成

23年からは継続して人口が減少しています。 

本市の人口は、これまで順調に増加してきましたが、今後は平成32年をピーク

に人口減少期に突入する見込みとなっています。

（昭和 35年～平成 22年：国勢調査、平成 27年～平成 57 年：岡山市推計）

【図表 岡山市の人口】 
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（２）少子・高齢化の進展

本市の年少人口（０～14 歳）割合は低下し、一方、老年人口（65 歳以上）割

合は上昇しており、さらに少子高齢化が進行していく見込みです。 

また、子どもを産む中心世代の女性（20～39歳）の人口は平成22年の約

97,000人から平成52年には約68,000人に減少する見込みとなっています。 
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【図表 老年人口（65歳以上）割合、年少人口（０～14歳）割合（岡山市）】

（平成 12年～平成 22年：国勢調査、平成 27年～平成 57 年：岡山市推計）

【図表 性別 20～39 歳人口の推計（岡山市）】
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合計特殊出生率は、2.08 を記録したときに、人口が増加も減少もせず維持され

ると考えられていますが、本市は平成25年時点で1.49であり、少子化は大きな

問題となっています。

（３）婚姻の状況

本市の未婚率を見ると、男女ともに25歳から39歳までの年齢層で上昇傾向に

あり、特に女性は25～29歳の年齢層で平成2年から平成17年にかけて大きく

上昇しています。

【図表 男性未婚率(岡山市)】 
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【図表 女性未婚率(岡山市)】 
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【図表 合計特殊出生率】 
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（４）家族形態の多様化

本市の一般世帯数は年々増加傾向にあり、家族類型別の割合でみると、「単独世

帯」が継続して上昇すると推定されています。また、「夫婦と子から成る世帯」、「そ

の他の親族世帯」の割合は年々低下し、「夫婦のみの世帯」「ひとり親と子から成る

世帯」の割合は緩やかな上昇傾向にあり、世帯の小規模化が進んでいます。 

【図表 総世帯数の推移と将来推計（岡山市）】

【図表 家族類型別世帯数の割合の推移と将来推計（岡山市）】

（昭和 60年～平成 22年国勢調査、平成 27年～平成 47年岡山市推計）

（昭和 60年～平成 22年国勢調査、平成 27年～平成 47 年岡山市推計）

204 221 246 259 283 297 307 313 314 313 308

3.03 

2.90 
2.70 2.60 

2.46 2.39 

3.17 
3.01 

2.85 
2.70 2.58 

2.46 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

0

100

200

300

400

昭和

60年

平成

２年

平成

７年

平成

12年

平成

17年

平成

22年

平成

27年

平成

32年

平成

37年

平成

42年

平成

47年

世帯数

一世帯当たり人員（岡山市）

一世帯当たり人員（全国）

（千世帯） （人）



8 

600

700

800

900

1,000

1,100

1,200

昭
和
5
5
年

昭
和
5
6
年

昭
和
5
7
年

昭
和
5
8
年

昭
和
5
9
年

昭
和
6
0
年

昭
和
6
1
年

昭
和
6
2
年

昭
和
6
3
年

平
成
元
年

平
成
2
年

平
成
3
年

平
成
4
年

平
成
5
年

平
成
6
年

平
成
7
年

平
成
8
年

平
成
9
年

平
成
1
0
年

平
成
1
1
年

平
成
1
2
年

平
成
1
3
年

平
成
1
4
年

平
成
1
5
年

平
成
1
6
年

平
成
1
7
年

平
成
1
8
年

平
成
1
9
年

平
成
2
0
年

平
成
2
1
年

平
成
2
2
年

平
成
2
3
年

平
成
2
4
年

平
成
2
5
年

平
成
2
6
年

平
成
2
7
年

男性雇用者と無業の妻から成る世帯

雇用者の共働き世帯

（万世帯）

（備考）1.昭和55年から平成13年までは総務庁「労働力調査特別調査」（各月2月。ただし、昭和55年から57年は各年3月）、平成14年以降は総務省「労働力調査（詳細集

計）」より作成。「労働力調査特別調査」と「労働力調査（詳細集計）」とでは、調査方法、調査月等が相違することから、時系列比較には注意を要する。

2.「男性雇用者と無業の妻から成る世帯」とは、夫が非農林業雇用者で、妻が非就業者（非労働力人口及び完全失業者）の世帯。

3.「雇用者の共働き世帯」とは、夫婦共に非農林業雇用者（非正規の職員・従業員を含む。）の世帯。

4.平成22年及び23年の値（白抜き表示）は、岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果。
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（５）共働き世帯の増加 

共働き世帯は年々増加し、平成９年以降は共働き世帯が、男性雇用者と無業の妻

から成る世帯数を上回っています。 

【図表 共働き等世帯数の推移】

（男女共同参画白書）
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５ 現状と課題 

１ 配偶者・パートナー等からの暴力への対策の推進 

 ＤＶ対策としては、DV防止啓発講座やセクハラ研修・出前講座を実施し、

配偶者・パートナーからの暴力の根絶に向けた取組を進めてきました。その

結果、ＤＶ・デートＤＶに対する認識度は上昇傾向にあります。 

 暴力の根絶とＤＶ被害者の保護・支援のためには、正しい理解を深める効果

的な啓発や被害者が相談しやすい体制づくりと、さんかく岡山の相談支援セ

ンターなど相談機関の一層の周知が必要です。 

２ 固定的役割分担意識の解消 

 固定的な性別役割分担意識について、「男は仕事、女は家庭」という性別によ

る固定的役割分担について否定的な人の割合は増加し、意識の面では進んで

きています。 

 一方で、男女の平等感は「家庭」「地域社会」「職場」「政治の場」において『男

性優遇』と回答した人が半数を超えており、今後も継続して、様々な活動の

場における男女共同参画について理解の促進を図ることが必要です。 

 啓発講座等の受講者数の増加を図り、特に若い世代や新規受講者の拡大を目

指します。 

３ 仕事と家事・育児など家庭生活の両立の推進 

 共働き世帯が増加する中、家事や子育てなどの家庭生活においては、依然と

して女性の負担が大きく、女性が働く場や地域で活躍することの阻害要因と

なっています。 

 少子高齢化や労働力人口の減少に対応するためにも、仕事と生活の調和を大

切にした働き方や意識の改革に向けて、長時間労働の見直しや多様で柔軟な

働き方の推進などの働きやすい職場環境づくりについて効果的に企業等へ啓

発することが必要です。 
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１ 計画の基本理念 ～岡山市がめざす男女共同参画社会～ 

私たちは知らず知らずのうちに「男だからしなければならない」「女だから当然」な

ど、性別にとらわれ行動することや、自分以外の人に対して、「男として」「女として」

と性別で分けて役割を求めることがあります。しかし、性別で二つに分けることにとら

われると、生き方の選択の幅を狭くしてしまう場合もあります。 

外見や考え方が一人ひとり異なるように、性のあり方は人さまざまであり、「男」「女」

の二つに限定して役割や生き方を考えるのではなく、お互いの違いを認め合い、さまざ

まな立場の人の多様な意見が生かされることが、「性別にかかわらず一人ひとりの個性

が輝く『住みよいまち、住みたいまち』」（さんかく条例より抜粋）をつくるうえでとて

も重要です。 

男女共同参画は、女性の地位や権利を「男性と同じ」状態に引き上げることだけを目

指すものではなく、また、職場で「男性並み」にがんばることを女性に求めるものでも

ありません。家庭や職場、地域社会などあらゆる場で、性別にかかわらず自分らしく個

性や能力を発揮できる社会、性別にかかわらず子育て期や中高年期といった人生のライ

フステージに応じて自分の生き方を選択できる社会の実現を目指して、この第４次さん

かくプランに基づく施策を推進します。 

第２章 計画の基本的な考え方と基本目標 

性別にかかわらず、市民一人ひとりの個性が輝く
「住みよいまち、住みたいまち」

岡山市がめざす

男女共同参画社会

一人ひとりの人権
が尊重され

安心して暮らせる
明るいまち

Ⅰ

性別にかかわらず
誰もが能力を 
発揮し活躍できる
活力あるまち 

Ⅲ

多様な意見が 
生かされ 

互いの生き方を 
認め合えるまち 

Ⅱ

市・市民・事業所による協働
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■基本目標 ■重点目標 ■施策の方向性

性
別
に
か
か
わ
ら
ず
、
市
民
一
人
ひ
と
り
の
個
性
が
輝
く
「
住
み
よ
い
ま
ち
、
住
み
た
い
ま
ち
」
の
実
現

一人ひとりの
人権が尊重
され安心
して暮らせる
明るいまち
の実現

多様な意見が
生かされ
互いの
生き方を
認め合える
まちの実現

性別に
かかわらず、
誰もが能力を
発揮し活躍
できる

活力あるまち
の実現

（女性活躍推
進計画）

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

１．個人としての尊厳の
尊重と性別に基づいて
起こる人権侵害の禁止

２．配偶者等からの
暴力防止及び
被害者支援の推進
（ＤＶ防止基本計画）

４．固定的な 
性別役割分担の解消

５．国際的な取組に
ついての理解
及び協調、連携

６．市と市民等との
パートナーシップ
による協働   

７．仕事と生活の
調和の推進   

９．政策・方針の
決定過程への

男女共同参画の促進

３．性と生殖の健康と
権利の確保及び

生涯を通じた健康支援

８．働く場における
女性の活躍推進

 (１)男女共同参画を推進する教育・学習の充実

 (２)女性の人権を尊重した表現の推進のための基盤 

づくり

 (３)性別に関わるハラスメントの防止及び困難を 

抱える人への支援

 (１)暴力の未然防止・再発防止のための取組の推進

 (２)被害者の早期発見及び相談体制の充実と関係 

機関等の連携

 (３)被害者の保護・自立に向けての支援の充実

 (１)性と生殖の健康と権利に関する理解の促進 

 (２)生涯を通じた健康づくりに対する支援

 (３)健康をおびやかす問題についての対策の推進

 (１)男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の

   見直し

 (２)女性の参画の少ない分野における対策の推進

 (３)男女共同参画の視点に立った広報・情報提供

   の促進

 (１)男女共同参画に関する世界の取組についての

   理解と国際協力・交流の促進

 (２)岡山市に暮らす外国人への支援及び地域社会

   への参画促進

 (１)市民協働による男女共同参画の一層の推進

 (２)地域活動への参画の促進

 (３)男女共同参画社会推進センター「さんかく岡山」

の機能の充実

 (１)長時間労働の見直しと多様で柔軟な働き方

   の推進

 (２)仕事と妊娠・出産・子育てを両立するための

   支援策の充実

 (３)仕事と介護を両立するための支援策の充実

 (４)子育てや介護など家庭生活への男性の参画促進

 (１)女性の希望に応じた働き方や再就職への支援

 (２)誰もが能力を発揮できる職場環境づくりの推進

 (３)働く場における労働者の均等な機会と待遇の

   確保

 (１)行政分野における女性の参画促進

 (２)企業、教育機関、その他の各種機関・団体等

   における女性の能力発揮のための取組の推進

 (３農林水産業における政策・方針決定過程への

   女性の参画の拡大

２ 計画の体系図 



13

 ① 幼児期からの男女共同参画の視点を入れた学習の推進 ② 教職員・市職員の男女共同参画に関する理解の促進 
 ③男女共同参画を推進する人材の養成と活用 ④ 家庭や地域における男女共同参画に関する学習機会の提供 ⑤ 男女共同参画に関す
る法令や条例の趣旨の周知

 ① 情報教育の推進 ② 社会環境浄化のための活動の推進

 ① 性別に関わるハラスメントの防止に向けた取組の促進 ② ひとり親家庭の自立への支援 ③ 女性や子どもの貧困対策の推進    

 ① 市民へのＤＶ防止啓発の推進 ② 学校における男女共同参画や人権教育の推進 ③ 再発防止に向けての調査・研究

 ① 被害者を早期に発見するための環境づくり ② 配偶者暴力相談支援センターを中心とした相談体制の充実  

 ③ 男性からの相談に対する体制の整備 ④ 関係機関や団体との連携・協力体制の強化  ⑤苦情への迅速かつ適切な対応の推進  

 ① 被害者の保護のための支援 ② 住居確保や司法的な解決に向けた支援 ③ 経済的自立のための支援 ④ 心の回復に向けた支援 
 ⑤ 子どもや高齢者に向けた支援  ⑥ 個人情報の保護   

 ① 性の多様性についての理解促進 ② 女性の健康問題や妊孕性(※)についての啓発の推進 ③ 学校における性に関する指導の充実 
④ 性に関する学習機会の充実 

① 相談体制の充実 ② 健康づくりのための知識の普及啓発 ③ 食育の推進 ④ 健康診査受診の推進 ⑤ 「こころの健康づくり」の推進

 ① HIV／エイズや性感染症に関する教育の推進と予防のための啓発 ② 薬物乱用防止教育の充実 

 ① 地域・家庭・職場における固定的な性別役割分担意識の是正のための啓発 ② 苦情や相談を通じた市政の見直し

① 防災やまちづくり分野などにおける女性の参画の拡大 ② ロールモデルの情報の提供 ③ 子どもの頃からの理数分野への興味の拡大

 ① 男女共同参画の視点からの市の広報ガイドラインの活用 ② 多様な媒体を通じた広報・啓発活動の推進  

 ③ 市民意識・実態調査の定期的な実施    ④ 男女共同参画社会の形成に資する統計情報の収集・整備・提供     

 ① 世界の動きや国際的な取組等についての情報提供及び啓発

 ① 外国人のための相談、情報提供の充実 ② 国際理解・交流活動の推進 ③ 外国人の意見が反映される市政運営

 ① 審議会や実行委員会への市民の参画の推進 ② 男女共同参画推進週間（さんかくウイーク）への参画の促進  
 ③ 多様な団体等の連携による広報・啓発活動の推進 

 ① 地域活動への参加促進のための学習機会等の充実と支援 ② 持続可能な開発のための教育(ESD)の推進 

 ① 市民協働の活動拠点としての場と情報の提供

 ① 企業等の経営者や管理職の意識改革に向けた啓発 ② 企業等における働き方改革の促進 ③ 市職員の働き方改革 
 ④ 女性活躍推進法等関係法令や制度の周知     

 ① 保育等サービスの充実 ② 放課後児童対策の充実 ③ 子育て支援体制の充実 ④ 子育てに関する相談支援体制の充実 
 ⑤ 育児休業等の制度の定着促進 ⑦ 働く女性の妊娠・出産への支援とマタハラ等ハラスメントの防止に向けた取組の促進 

 ① 介護に関する相談体制の充実    ② 介護休業等の制度の定着促進    ③ 介護支援体制の充実 

 ① 男性の家事や子育てへの参加の支援・促進    ② 男性の介護への参加の支援    ③ 男性のための相談体制の整備 

 ① 女性のキャリア形成への支援 ② 女性の再就職への支援 ③ 女性の創業への支援 

 ① 企業等における女性活躍促進に向けた啓発 ② 企業の優れた取組の情報発信及び顕彰の充実 ③ 企業や関係機関、団体等の連携の
強化 

①男女雇用機会均等法、パートタイム労働者や派遣労働者に関する関係法令の周知    ② 農林漁業従事者、関係機関、団体等への 

意識啓発 

 ① 市の審議会等における女性委員参画状況の定期的な把握と目標の早期達成 ② 女性の市職員の管理職への任用  

 ① 企業や各種団体等における女性の能力発揮のための積極的取組（ポジティブ・アクション）への働きかけ  
 ② 方針決定過程への女性の参画の促進 

 ① 農林水産業における女性の参画目標の策定と早期達成 ② 女性の能力開発と適正な評価 ③ 農業委員会等への女性の登用の促進

■具体的施策
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３ 重点的な取組 

岡山市ではさんかくプラン策定にあたり、市民のさまざまな意見を聴くため、公募に

よる市民のワークショップを実施しました。幅広い年代のいろいろな立場の市民に参加

いただき、岡山市が目指す「性別にかかわらず、市民一人ひとりの個性が輝く『住みよ

いまち、住みたいまち』」の実現に向けて多様な視点から意見をいただくことができま

した。 

また、ワークショップの最後に、特に重点的に取り組むべき目標について基本目標ご

とに１つ選んでもらった結果、最も多くの市民が選んだ重点目標は以下の３つです。 

基本目標Ⅰの重点：個人としての尊厳の尊重と性別に基づいて起こる人権侵害の禁 

止（重点目標１） 

基本目標Ⅱの重点：固定的な性別役割分担の解消（重点目標４） 

基本目標Ⅲの重点：仕事と生活の調和の推進（重点目標７） 

人権の尊重（重点目標１）は、男女共同参画の推進の基盤となるものであり、固定的

な性別役割分担の解消（重点目標４）は家庭や職場、地域活動などさまざまな場で、慣

習にとらわれず、いずれかの性に偏よることなく、一人ひとりが個性と能力を発揮する

ために極めて重要です。 

また、少子高齢化や労働力不足が大きな課題となる中、家事や育児・介護などの家庭

生活と仕事を両立し、結婚・出産・育児などライブステージの変化に対応しながら、自

らの意思で生き方・働き方を選択し、充実した人生を送るうえで、仕事と生活の調和（重

点目標７）は誰にとっても必要なことです。 

これらのことから、ワークショップでの参加者の意見を踏まえ、第４次さんかくプラ

ンでは、これらの３つの目標に重点的に取り組みます。 
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４ 推進体制と進行管理 

（１）計画の推進体制 

男女共同参画社会の形成を目指すため、庁内の推進組織である「女性が輝くまち

づくり推進本部」において、関係部局相互の連携により男女共同参画の促進に関す

る施策を円滑かつ総合的に企画、調整、実施します。 

また、さんかく条例に規定する「岡山市男女共同参画専門委員会」において、男

女共同参画社会の形成の促進について審議や調査を行うとともに、本計画の進行管

理、評価を行います。 

さらに、市、市民及び事業者が互いに協働して男女共同参画の社会の形成の効果

的な促進を図るため、「さんかく岡山運営委員会」が中心となり「さんかく岡山」

の機能の充実を図ります。 

 女性が輝くまちづくり推進本部 

市長を本部長として、局長級の職員又はその職員が指名する職員で構成してい

ます。幹部職員に限定すると、現状では男性に偏ってしまうため、部下である女

性職員の中からふさわしい者を指名する制度を導入することにより、一方の性に

偏ることなく多様な視点を反映させながら、全庁をあげて横断的に施策を進めて

います。 

 男女共同参画専門委員会 

基本計画の策定や苦情の処理に関する事項等について審議・調査するほか、審

議会等の男女いずれかの委員も4割以上とする「さんかく条例」の規定の適用除

外について審査を行います。 

委員の定数は１０人以内で、学識経験者等以外に、市民の公募による委員の枠

を設け委嘱し、市民の意見を岡山市の男女共同参画の施策に反映させています。 

 さんかく岡山運営委員会 

「さんかく岡山」の運営及び事業に関する審議を行います。委員の定数は８人

以内で、学職経験者等以外に「さんかく岡山」の利用者の内から委員を委嘱し、

「さんかく岡山」の運営及び事業に利用者の視点を反映させています。 

（２）計画の進行管理と進捗状況の公表 

男女共同参画の推進に関する施策の実施状況を男女共同参画専門委員会に報告

し、意見及び評価を受けて本計画の進行管理を行います。 

また、実施状況及びその評価をまとめ、市民に公表します。  
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第 4次さんかくプランでは、数値目標と成果指標を設定しています。 

数値目標は行政が事業を行う上で目標とする数値のことで、成果指標は男女共同参

画社会の進展の度合いを測る目安となるものです。成果指標の数値は、全ての取組の

効果だけでなく、社会情勢によっても変動するため、目標とする数値は設けずに、望

ましい方向を示しています。（平成29年度に現状値の抽出を行います。） 

施策の実施状況、数値目標及び成果指標を使って、公開を前提とした評価を平成

30年度から毎年行います。 

数値目標一覧 

重 点 目 標 数 値 目 標 
目 標 値 

H2８現状値 H33目標値 

１ 

個人としての尊厳の尊重

と性別に基づいて起こる

人権侵害の禁止 

小中学校において男女平等の内容を含んだ授業を

実施したクラスの割合 

小     ％ 
100％ 

中     ％ 

保育園、幼稚園、こども園において男女平等の視点

から保育・教育や保護者への啓発に取り組んだ園の

割合 

% 100% 

「さんかくカレッジ」講座内容の情報発信回数 回 毎年 15回以上

市の実施する性別に関わるハラスメント研修・出前

講座の受講者数 
人 毎年 700人以上

２ 

配偶者等からの暴力防止

及び被害者支援の推進 

（ＤＶ防止基本計画） 

市の実施するＤＶ防止啓発講座等の受講者数 人 毎年 500人以上

３ 

性と生殖の健康と権利の

確保及び生涯を通じた 

健康支援 

市の実施するエイズ・性感染症・性教育に関する出

前講座開催数 
回 毎年 80回以上

４ 

固定的な性別役割分担の解消

市の実施する固定的な役割分担を解消するための

啓発講座の受講者数＊ 
人 毎年 6,000 人以上

５ 

国際的な取組についての

理解及び協調、連携 

市の実施する世界の動きや国際的な 

取組についての講座・研修の受講者数 
人 毎年300人以上

６ 

市と市民等とのパートナ

ーシップによる協働 

「さんかくウィーク」への参加者数 人 毎年 3,000 人以上

「さんかくウィーク」へのさんかく岡山登録団体の

参加率 
% 50% 

７ 

仕事と生活の調和の推進 

保育所等の待機児童数 人 ０人 

市の実施する男性管理職向けセミナーの受講者数 人 毎年 100人以上

放課後児童クラブの入所希望に対する入所児童の

割合 
％ 100％ 

８ 

働く場における女性の 

活躍推進 

市の実施する企業における女性活躍推進の啓発講

座等の受講者数 
人 毎年 300人以上

再就職支援講座受講者のうち就職に向けて活動し

た人の割合 
％ 80% 

９ 

政策・方針の決定過程への

男女共同参画の促進 

市の審議会の委員の割合 % 
男女いずれの委員も

40%以上 

市職員の女性管理職の割合＊ % 14% 

＊啓発講座の受講者数：「さんかくウィーク」の行事として開催される啓発講座の受講者数を含む。 

＊市職員の女性管理職の割合：ここでいう管理職とは教育職を除く課長担当職以上の職員を指す。 

５ 数値目標及び成果指標一覧 
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成果指標一覧 

重点目標 成果指標 定 義 方向性

１ 

個人としての尊厳の尊重

と性別に基づいて起こる

人権侵害の禁止 

小中学生の男女平等感 
学校生活で男女が平等に扱われていると感じる

児童・生徒の割合 
↗

「男女共同参画社会」という言葉

の認知度 

「男女共同参画社会」という言葉の意味を知っ

ている人の割合 
↗

子どものインターネット使用にお

けるフィルタリング普及率 

１８歳未満の子どものインターネット使用にお

いて、有害情報のフィルタリングを利用してい

る又は利用したいと考える人の割合 

↗

職場における性別に関わるハラス

メントへの対応度 

職場でセクハラなど性別に関わるハラスメント

が発生した場合の相談体制や対応マニュアルが

ある事業者の割合 

↗

２ 

配偶者等からの暴力防止

及び被害者支援の推進

（ＤＶ防止基本計画） 

公的相談機関の周知度 

市内にあるＤＶの専門的な相談機関（市男女共

同参画相談支援センター・女性相談所・ウィズ

センター）を知っている人の割合 

↗

ＤＶ・デートＤＶに対する認識度

配偶者・パートナーや恋人関係にある人からの

身体的暴力、精神的暴力等の行為は、犯罪とな

りうる重大な人権侵害行為であると認識する人

の割合 

↗

３ 

性と生殖の健康と権利の

確保及び生涯を通じた 

健康支援 

中学生の性に関する相談の充実度
性についての悩みを相談できる大人を身近に持

つ中学生の割合  
↗

健康診断の受診率 過去１年間に健康診断を受診した人の割合 ↗

「ＬＧＢＴ」という言葉の認知度
「ＬＧＢＴ」という言葉の意味を知っている人

の割合  
↗

４ 

固定的な性別役割分担の

解消 

性別による固定的役割分担意識の

解消度 

「男は仕事、女は家庭」という考え方に同感し

ない人の割合 
↗

男性の家事、子育て分担役割 男性が担っている家事、子育ての割合 ↗

事業者における固定的役割分担の

解消度 

来客があった際に、男性社員も女性社員もお茶

を出す事業者の割合 
↗

５ 

国際的な取組についての

理解及び協調、連携 

「ジェンダー」という言葉の認知度
「ジェンダー」という言葉の意味を知っている

人の割合 
↗

岡山市に住み続けたい外国人の割

合 

これからも岡山市に住み続けたいと思う外国人

の割合 
↗

６ 

市と市民等とのパートナ

ーシップによる協働 

「さんかくウイーク」の認知度 

「さんかくウイーク」の行事へ参加したことが

ある、または「さんかくウイーク」を知ってい

る人の割合 

↗

「さんかく岡山」の事業内容の認知度 「さんかく岡山」の事業内容を知っている人の割合 ↗

７ 

仕事と生活の調和の推進

父親の育児への積極的参加率 ３歳児の父親が積極的に育児に参加している割合 ↗

男性の介護参加率 介護経験のある男性の割合 ↗

仕事と生活とのバランスの満足度
仕事と生活とのバランスがとれていると思う人

の割合 
↗

８ 

働く場における女性の 

活躍推進 

女性管理職を増やす取組を行って

いる事業者の割合 

女性管理職を増やすために具体的な取組を行っ

ている事業者の割合 
↗

９ 

政策・方針の決定過程へ

の男女共同参画の促進 

単位町内会長の女性の割合 単位町内会長に占める女性の割合 ↗

ＰＴＡ会長の女性の割合 
市内の小学校・中学校のＰＴＡ会長のうち、女

性の会長の占める割合 
↗
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個人としての尊厳の尊重と性別に基づいて起こる人権侵害の禁止 

男女共同参画社会を実現するためには、性別に関わらず個人としての人権が尊重さ

れ、市民が尊厳を持って安心して生きることのできる環境整備が重要です。 

市民意識・実態調査によると、さまざまな男女の地位の平等感について、平等にな

っていると思う人の割合が5割を超えるのは「学校教育の場」のみであり、「家庭」「地

域社会」「職場」においては、依然として男性の方が優遇されていると思う人の割合が

5割を超えています。前回調査と比較すると、「家庭」以外のすべての分野で男性の方

が優遇されていると思う人の割合が上昇しています。 

市民一人ひとりがお互いを認め合い、尊重し合う意識を持つためには、幼少期から

人権尊重を基盤にした男女共同参画について理解を深めることが重要であるため、発

達段階に応じた男女共同参画についての学習機会の充実を図ります。 

それに加えて、性別役割分担に関わる表現や、女性の人権を侵害するような性・暴

力表現など、男女共同参画を進めるうえでメディアの影響は大きいことから、表現の

自由を尊重したうえで、女性の人権を尊重した表現の推進のために情報教育に取り組

みます。 

また、セクシュアルハラスメントなど性別に関わるハラスメントは、個人としての

尊厳を尊重し、互いに対等な立場で自らの個性や能力を発揮する男女共同参画社会の

実現を阻害するものです。性的な関係の強要や、性的な内容の発言のみならず、性的

指向＊（好きになる性）や性自認＊（こころの性）についてのからかいや不利益な扱い

もセクシュアルハラスメントに該当します。性のあり方は多様であることを理解し、

職場や学校、地域などあらゆる場で、ハラスメント防止を進めます。 

さらに、ひとり親世帯や非正規労働者が増加する中で、貧困など生活上の困難に陥

りやすい女性が増えていることから、女性や子どもの貧困対策や、就労や教育への支

援など自立に向けた支援に取り組みます。 

＊性的指向 

「恋愛・性愛の対象となる性別」を示す。恋愛・性愛の対象が異性に向かう異性愛、同性に向かう同性
愛、男女両方に向かう両性愛、他人に対して恋愛感情や性的欲求を抱かない無性愛などがある。 

＊性自認 

「自分は男性（または女性）である」といった、自身がどの性別に属するかという感覚や認識のことを
指す。性同一性障害とは「からだの性」と「こころの性」が一致しない状態で医療的対応を求める場合の
診断名。 

1
重点目標

第３章 第４次さんかくプランの内容 
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【図表 男女の地位の平等について（経年比較）】
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数値目標（行政が事業を行う上で目標とする数値）

数値目標 H2８現状値 H33目標値 

小中学校において男女平等の内容を含んだ授業を実施

したクラスの割合 

小   ％ 100％ 

中   ％ 100％ 

保育園、幼稚園、こども園において男女平等の視点から

保育・教育や保護者への啓発等に取り組んだ園の割合 
％ 100％ 

「さんかくカレッジ」講座内容の情報発信回数  
毎年 

１５回以上 

市の実施する性別に関わるハラスメント研修・出前講座

の受講者数 
人 

毎年 

７００人以上

成果指標（男女共同参画社会の進展の度合いを測る目安）

成果指標 定義 

小中学生の男女平等感 
学校生活で男女が平等に扱われていると感じる児童・生

徒の割合 

「男女共同参画社会」という言葉の

認知度 

「男女共同参画社会」という言葉の意味を知っている人

の割合 

子どものインターネット使用におけ

るフィルタリング普及率 

１８歳未満の子どものインターネット使用において、有

害情報のフィルタリングを利用している又は利用した

いと考える人の割合 

職場における性別に関わるハラスメ

ントへの対応度 

職場でセクハラなど性別に関わるハラスメントが発生

した場合の相談体制や対応マニュアルがある事業者の

割合 
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施策の方向性と具体的施策 

（１）男女共同参画を推進する教育・学習の充実

具体的施策① 幼児期からの男女共同参画の視点を入れた学習の推進

施策の内容 主な事業 担当課 

就学前児童を対象とした男女平等

の視点を入れたリーフレットの活

用や「男女平等教育指導の手引」＊

を小中学校で活用するなど、子ど

もの発達段階に応じて、男女共同

参画の視点をいれた学習を進めま

す。 

就学前児童を対象とした男女平等

の視点を入れたリーフレットの活用

指導課 

保育・幼児教育課 

「男女平等教育指導の手引」を活

用した授業の実施 
指導課 

男女平等意識・男女平等教育に関

する調査の実施 
指導課 

男女共同参画をテーマに含む視聴

覚教材の購入・貸出 
指導課 

＊男女平等教育指導の手引 

人権尊重を基盤とした男女平等教育を児童生徒の心身の発達段階に応じて総合的に実施するために作成
した手引き。男女にかかわらず自他の生命を尊重することを考えたり、各人の個性や適正に応じた進路選
択について考えるなどの授業の実践例を掲載している。 

具体的施策② 教職員・市職員の男女共同参画に関する理解の促進

施策の内容 主な事業 担当課 

教職員・市職員を対象に男女共同

参画を主なテーマとした研修を行

い、教育現場や市の施策に男女共

同参画の理念が反映されるよう努

めます。 

男女共同参画にかかわるテーマを

設定した教職員研修の実施 
教育研究研修センター

男女共同参画をテーマとした校園

内人権教育研修の実施 
指導課 

市職員への男女共同参画をテーマ

とした研修の実施 

女性が輝くまちづくり

推進課・人事課 

具体的施策③ 男女共同参画を推進する人材の養成と活用

施策の内容 主な事業 担当課 

男女共同参画大学「さんかくカレ

ッジ」等を通じて男女共同参画の

視点を持った人材を養成し、学ん

だ内容をパネル等作成・活用等に

より情報発信するとともに、講師

として活躍できる人材の情報を提

供します。 

男女共同参画大学（さんかくカレ

ッジ）の開講 

女性が輝くまちづくり

推進課 

男女共同参画に関する講師登用の

推進 

女性が輝くまちづくり

推進課 
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具体的施策④ 家庭や地域における男女共同参画に関する学習機会の提供

施策の内容 主な事業 担当課 

公民館等で男女共同参画をテーマ

とする講座を行うことなどによ

り、男女共同参画社会について周

知するとともに、理解を深める場

を市民に提供します。 

男女共同参画をテーマとした公民

館講座の開催 
公民館 

男女共同参画をテーマに含む人権

講座への講師の派遣 
指導課 

男女共同参画の視点に立った学習

内容を取り入れた家庭教育セミナ

ー等の開催 

地域子育て支援課 

男女共同参画に関する学習会への

講師の派遣 

女性が輝くまちづくり

推進課 

具体的施策⑤ 男女共同参画に関する法令や条約の趣旨の周知

施策の内容 主な事業 担当課 

「男女共同参画社会基本法」や「さ

んかく条例」をはじめ、男女共同

参画に関する法令や条約等につい

て、理解しやすい形での広報に努

めます。 

パンフレット・広報紙、各種講座

を通じての法令等の周知 

女性が輝くまちづくり

推進課 

（２）女性の人権を尊重した表現の推進のための基盤づくり

具体的施策① 情報教育の推進

施策の内容 主な事業 担当課 

学校教育や社会教育を通じて、児

童・生徒、保護者をはじめ多くの

人が情報を主体的に収集、判断等

ができる能力の育成に努めます。

児童・生徒の情報モラルを高める

授業実践に向けて、教員の指導力

の向上を図ります。 

メディア・リテラシー＊講座の開催
公民館・女性が輝くま

ちづくり推進課 

メディア・リテラシー教育を含む

情報教育研修の充実 
教育研究研修センター

人権研修での情報教育の実施 人権推進課 

＊メディア・リテラシー 

メディアの情報を主体的に読み解く能力、メディアにアクセスし、活用する能力、メディアを通じコミ
ュニケーションする能力の３つを構成要素とする複合的な能力のこと。 
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具体的施策② 社会環境浄化のための活動の推進

施策の内容 主な事業 担当課 

青少年の健全育成に関する情報の

提供や地域の社会環境の把握、県

指定の有害図書の排除など環境浄

化に努めます。 

岡山市青少年育成協議会と連携し

た環境浄化 
地域子育て支援課 

（３）性別に関わるハラスメントの防止及び困難を抱える人への支援

具体的施策① 性別に関わるハラスメントの防止に向けた取組の促進

施策の内容 主な事業 担当課 

職場や教育の場、地域におけるハ

ラスメントの防止対策を推進する

ため、事業者や市民に対する啓発

に努めるとともに、市役所や教育

の場におけるハラスメント防止対

策を進めます。 

事業者への性別に関わるハラスメ

ント研修出前講座の実施 

女性が輝くまちづくり

推進課・人権推進課 

市職員に対する性別に関わるハラ

スメント相談の実施 
給与課 

市の管理職用の性別に関わるハラ

スメント防止マニュアルの活用 
人事課 

校園長会等での指導や教職員用の

性別に関わるハラスメント防止啓

発資料の活用 

学事課・指導課 

市民への性別に関わるハラスメン

ト防止に関する講座の実施 

女性が輝くまちづくり

推進課・人権推進課 

具体的施策② ひとり親家庭の自立への支援

施策の内容 主な事業 担当課 

生活上の困難に陥りやすいひとり

親家庭に対し、家庭の実情に応じ

て、経済的支援や就労支援、生活

支援施設の運営など、きめ細かな

支援を行います。 

また、支援を必要とする家庭の早

期発見を図るとともに、ひとり親

家庭に対する相談窓口の充実に努

めます。 

ひとり親家庭等医療費の助成 医療助成課 

「岡山市寄り添いサポートセンタ

ー」における相談及び就労支援や

生活の安定に向けた支援 

生活保護・自立支援課

母子及び父子家庭の父母が就職す

る際に資格取得のための養成機関

に通う場合に給付金を交付 

こども福祉課 

母子及び父子家庭等の保護者に対

し、就職相談、就職支援講習会の

実施、就職情報の提供等を実施 

こども福祉課 

父親または母親がいない児童等を

養育している場合に児童扶養手当

を支給 

こども福祉課 

母子生活支援施設（仁愛館）の運

営 
こども福祉課 
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具体的施策③ 女性や子どもの貧困対策の推進

施策の内容 主な事業 担当課 

貧困に苦しむ女性や子どもに対

し、就労や生活、経済面などの支

援を行うとともに、貧困の連鎖を

断ち切るためにも、子どもに対す

る教育の支援に取り組みます。 

生活保護受給世帯等の中学生に対

して学習支援を実施 
生活保護・自立支援課

「岡山市寄り添いサポートセンタ

ー」における相談及び就労支援や

生活の安定に向けた支援 

生活保護・自立支援課

就学援助世帯の小学四年生に学童

服を支給。生活保護世帯の小中学

校一年生に購入助成金を交付 

福祉援護課 

生活保護世帯の児童、生徒に対し、

小中学校入学時に祝金を支給 
福祉援護課 

家庭による児童の養育が困難とな

った場合に一時的に児童福祉施設

等に児童の養育を委託する子育て

短期支援（ショートステイ） 

こども福祉課 

生活の安定と児童の健やかな成長

に資するため児童手当特例給付の

実施 

こども福祉課 
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配偶者等からの暴力防止及び被害者支援の推進（ＤＶ防止基本計画） 

配偶者等からの暴力（ＤＶ）、性犯罪、ストーカーなどの暴力は、犯罪となる行為を

も含む人権侵害であり、深刻な社会問題となっています。暴力の根絶は、男女共同参

画社会を形成する上で重要な課題です。 

また、近年、インターネット上の新しいコミュニケーションツール（SNS等）を利

用した交際相手からの暴力（デートＤＶ）や性犯罪など暴力は多様化しており、新た

な暴力に対して的確に対応していく必要があります。 

市民意識・実態調査によると、配偶者等からの暴力（ＤＶ）について、女性の約3

人に１人が精神的暴力を、約5人に１人が身体的暴力を受けた経験があると回答して

おり、被害を経験している女性が多くいることが表れています。 

性別に起因する暴力に関する認識を深め、企業・学校・地域等あらゆる場面で暴力

を許さないという意識を醸成していくことが重要であり、特に若い世代に対する、交

際相手からの暴力（デートDV）等に関する予防啓発が重要です。 

また、配偶者等から暴力（ＤＶ）を受けた際の相談先について、「相談しなかった（し

ない）」との回答が約 2 割あり、配偶者からの暴力（ＤＶ）の効果的な防止策として

「被害者がDVやデートDVの被害について早期に相談できるよう、相談窓口の周知

を行う」との回答が上位となっているなど、相談機関の周知や相談しやすい体制の整

備が重要となっています。 

このため、暴力を生まないための予防教育をはじめとした市民への啓発や学校にお

ける人権教育を推進するとともに、若い世代を対象とした啓発に取り組みます。 

また、配偶者暴力相談支援センターを中心とした相談体制の充実を図るとともに、

関係機関との連携を強化し、ＤＶ被害者の保護や自立に向けた支援を推進します。 

【図表 配偶者・パートナーからのＤＶ経験の有無】 

２
重点目標

（H27 年市民意識・実態調査）

4.2

10.9

10.7

17.8

85.1

71.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

身体的暴力

(n=1,176)

精神的暴力

(n=1,175)

何度もあった 一、二回あった まったくない
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（H27 年市民意識・実態調査）

46.0

44.2

17.5

11.3

9.0

20.4

0 20 40 60

家族・親戚

友人・知人

警察署

岡山県女性相談所

弁護士・裁判所・法テラス等

相談しなかった（しない）

（％）

n=1,060

【図表 配偶者等から暴力を受けた際の相談先（上位６項目）】 

【図表 男女共同参画相談支援センターにおける相談件数】 

【図表 配偶者等からのＤＶ防止策について】

（H27 年市民意識・実態調査）

69.2

57.6

41.9

27.2

22.6

19.2

14.7

6.1

0 20 40 60 80

被害者がＤＶやデートＤＶの被害について

早期に相談できるよう、相談窓口の周知を行う

学校などでＤＶ・デートＤＶなどの

暴力を防止するための教育を行う

ＤＶ・デートＤＶなどの暴力をふるったことのある

者に対し、繰り返さないための啓発や研修等を行う

ＤＶ加害について、行為の根本の原因やＤＶ加害が

もたらす影響・結果を正しく理解するための機会がある

市の広報誌等を活用し、ＤＶ・デートＤＶなど

暴力を防止するための啓発を行う

地域でＤＶ・デートＤＶなど暴力を防止

するための研修会、イベントなどを行う

その他

（％）

n=1,285
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被害者の心への影響を正しく理解するための機会がある
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数値目標（行政が事業を行う上で目標とする数値）

数値目標 H2８現状値 H33目標値 

市の実施するDV防止啓発講座の受講者数    人 
毎年 

500人以上 

成果目標（男女共同参画社会の進展の度合いを測る目安）

成果指標 定義 

公的相談機関の周知度 

市内にあるＤＶの専門的な相談機関（市男女共同参画相

談支援センター・女性相談所・ウィズセンター）を知っ

ている人の割合 

ＤＶ・デートＤＶに対する認識度 

配偶者・パートナーや恋人関係にある人からの身体的暴

力、精神的暴力等の行為は、重大な人権侵害行為である

と認識する人の割合 

＊ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス） 

配偶者やパートナーからふるわれる暴力。被害者の多くは女性。  

＊デートＤＶ 

親密な関係にある交際相手からの暴力。 

施策の方向性と具体的施策 

（１）暴力の未然防止・再発防止のための取組の推進

具体的施策① 市民へのＤＶ防止啓発の推進

施策の内容 主な事業 担当課 

ＤＶ・デートＤＶ等について、人

権を侵害する行為であるという理

解を深め、その発生を防止したり、

早期に発見するため、広く市民へ

の意識啓発を行います。 

事業者へのＤＶやセクハラ等に関

する出前講座の実施 

女性が輝くまちづくり

推進課・人権推進課 

市民へのＤＶ・デートＤＶやセク

ハラ等に関する講座の実施 

女性が輝くまちづくり

推進課・人権推進課・

公民館 

ＤＶ・デートＤＶやセクハラ等に

関する広報 

女性が輝くまちづくり

推進課・人権推進課 
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具体的施策② 学校における男女共同参画や人権教育の推進

施策の内容 主な事業 担当課 

「男女平等教育指導の手引」の活

用等により、男女がお互いを認め

合い人権を尊重する心を育む教

育・学習機会の充実を進めます。

「男女平等教育指導の手引」を活

用した授業の実施 
指導課  

中学校・高等学校においてDVや

デートDV防止に通じる学習の推進

指導課・女性が輝くま

ちづくり推進課 

様々な人権課題をテーマとした授

業や、話し合いで問題解決できる

よう話し合い活動の実施 

指導課 

教職員を対象とした男女共同参画

の研修の実施 
教育研究研修センター

自分自身を大切にするとともに相

手の心身の健康について思いやり

をもてるよう性教育の実施 

健康づくり課・保健体

育課 

私立学校等において教育現場に男

女共同参画の理念が反映されるよ

う啓発 

女性が輝くまちづくり

推進課 

具体的施策③ 再発防止に向けての調査・研究  

施策の内容 主な事業 担当課 

被害者保護のため、加害者への対

応や再発防止に向けた取組、被害

者の安全を確保するための支援

のあり方についての研究を進め

ます。 

DV加害防止に向けた調査・研究 
女性が輝くまちづくり

推進課 

（２）被害者の早期発見及び相談体制の充実と関係機関等の連携

具体的施策① 被害者を早期に発見するための環境づくり

施策の内容 主な事業 担当課 

DVの相談機関の周知を図るとと

もに、保健・医療機関や学校、地

域団体などと連携し潜在化しやす

い被害の早期発見に努めます。 

DV相談窓口を掲載したカード、

リーフレット等の作成・配布 

女性が輝くまちづくり

推進課 

地域で活動している関係団体等に

DV防止に向けた情報提供や研修

の実施 

女性が輝くまちづくり

推進課・関係課 

保健・医療機関、地域こども相談

センター、学校園、保育所、地域

子育て支援センター、地域包括支

援センターなど、関係機関との連携

女性が輝くまちづくり

推進課・関係課 

DV防止法に基づく通報に対する

迅速かつ適切な対応 

女性が輝くまちづくり

推進課・関係課 
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具体的施策② 配偶者暴力相談支援センターを中心とした相談体制の充実

施策の内容 主な事業 担当課 

相談窓口について広く市民への周

知を図るとともに、男女共同参画

相談支援センターの相談員や福祉

事務所の家庭女性相談員の研修を

充実し、その資質と能力の向上を

図ります。相談にあたっては、被

害者が繰り返し被害の状況を説明

することは負担が大きいため、負

担軽減に向けた事務手続きの検討

や二次的被害の防止に努めます。

また、犯罪被害者や家族が、相談

を通じて情報提供等を受けられる

よう、相談体制を充実します。 

男女共同参画相談支援センターで

の一般相談及び弁護士や精神科医

師等の専門家による特別相談の実施

女性が輝くまちづくり

推進課 

各福祉事務所での家庭女性相談員

による一般相談 
こども福祉課 

犯罪被害者等総合相談窓口での相

談実施 
生活安全課 

相談窓口についての市民への周知
女性が輝くまちづくり

推進課・こども福祉課

相談員に対する研修の充実 
女性が輝くまちづくり

推進課・こども福祉課

日本語の会話による相談が困難な

外国人や障害のある相談者に対し

て、可能な限り通訳や手話等を介

した相談・支援の実施 

女性が輝くまちづくり

推進課・国際課・障害

者福祉課 

高齢の相談者に対して、必要に応

じて地域包括支援センター等と連

携するなど、適切な相談や支援の

実施 

女性が輝くまちづくり

推進課・高齢者福祉課

事務手続きにおける被害者の負担

軽減に向けた方法の検討 

女性が輝くまちづくり

推進課 

裁判所等の関係機関に必要に応じ

て相談員が同行し支援を実施 

女性が輝くまちづくり

推進課 

相談員の資質向上と負担軽減のた

め、専門的立場からの助言や指導

を受けるスーパーバイズの実施 

女性が輝くまちづくり

推進課 

被害者への二次的被害の防止等の

ため、関係窓口職員の研修の実施

女性が輝くまちづくり

推進課 

関係課の効果的な連携のための庁

内ネットワーク会議の設置 

女性が輝くまちづくり

推進課 
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具体的施策③ 男性からの相談に対する体制の整備

施策の内容 主な事業 担当課 

男性専門の相談を実施している岡

山県とも連携しながら、DV加害・

被害を含め男性からの相談を受け

付けるとともに、加害者はアルコ

ールや薬物の問題を併せ持つケー

スが多いことから、必要に応じて

関係機関と連携し、適切な支援を

行います。 

男性が相談しやすい窓口の検討 
女性が輝くまちづくり

推進課 

アルコールや薬物依存などの専門

相談の実施 
こころの健康センター

具体的施策④ 関係機関や団体との連携・協力体制の強化

施策の内容 主な事業 担当課 

被害者の発見・相談・保護・自立

等のそれぞれの段階で、切れ目の

ない支援を行うため、警察や医療

機関、学校、地域団体、NPO、庁

内の関係課等との連携・協力体制

を強化します。 

民間のＤＶ被害者支援団体に対す

るDVシェルター運営の補助金交付

女性が輝くまちづくり

推進課 

民間の DV被害者支援団体の活動

が継続的かつ安定して実施される

ように財政的な支援等のあり方に

ついて検討 

女性が輝くまちづくり

推進課 

ＤＶ被害者サポーターの活用 
女性が輝くまちづくり

推進課 

高齢者・障害者・外国人・犯罪被

害者等に関係する民間団体との情

報交換 

女性が輝くまちづくり

推進課 

困難なケースなどについて協議す

る関係者のケース会議の開催 

女性が輝くまちづくり

推進課 

女性相談所など関係機関との連

携・協力のための連絡会議の開催

女性が輝くまちづくり

推進課 

関係課の効果的な連携のための庁

内ネットワーク会議の設置 

女性が輝くまちづくり

推進課 
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具体的施策⑤ 苦情への迅速かつ適切な対応の推進

施策の内容 主な事業 担当課 

被害者支援にあたっては、発見・

保護・支援等の段階で様々な関係

機関、団体が連携していることか

ら、苦情の原因がどの段階で発生

したか等の調査や、関係機関等で

相互に連絡を取りながら、必要に

応じて支援や対応などの見直しを

行います。 

二次的被害に配慮しながら適切に

対応するとともに、必要に応じて

支援や対応などの見直しを検討・

実施 

女性が輝くまちづくり

推進課・関係課 

さんかく条例２０条に基づく申し

出があった場合は、男女共同参画

専門委員会に諮り、制度や運営を

改善 

女性が輝くまちづくり

推進課 

（３）被害者の保護・自立に向けての支援の充実

具体的施策① 被害者の保護のための支援

施策の内容 主な事業 担当課 

市独自の緊急一時保護の実施、各

種制度の情報提供や利用の斡旋等

の援助を行い、ＤＶ被害者の自立

に向けた支援を行います。 

ＤＶ被害者緊急一時保護の実施 
女性が輝くまちづくり

推進課 

ＤＶ防止法に基づく一時保護の受託 こども福祉課 

DV防止法に規定する一時保護に

つなぐ際に、同伴する子どもを被

害者と別に保護する必要がある場

合に、関係部署が連携し保護を実施

女性が輝くまちづくり

推進課・関係課 

ＤＶ被害者の市営住宅の優遇抽選 住宅課 

ＤＶ被害者の市営住宅の目的外使

用許可 
住宅課 

具体的施策② 住居確保や司法的な解決に向けた支援被害者保護のための支援

施策の内容 主な事業 担当課 

保証人の確保や経済的な面で住宅

の確保が困難な被害者に対し、市

営住宅の弾力的な運用に努める

等、被害者の居住の安定を図りま

す。 

また、被害者が加害者のもとから

避難して新しい生活を始めるため

に、必要に応じて保護命令や離婚

の手続きなどの司法的な解決に向

けた支援を行います。 

ＤＶ被害者の市営住宅の優遇抽選 住宅課 

ＤＶ被害者の市営住宅の目的外使

用許可 
住宅課 

岡山県居住支援協議会との連携等

による賃貸住宅の情報提供 
住宅課 

法的な解決が必要と認められる相

談者に対する弁護士による特別相

談の実施 

女性が輝くまちづくり

推進課 

市民誰もが気軽に相談できる無料

法律相談の実施 
広報広聴課 

保護命令や離婚調停手続きに際 女性が輝くまちづくり
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し、必要に応じて相談員等が被害

者への同行支援を実施 

推進課 

具体的施策③ 経済的自立のための支援

施策の内容 主な事業 担当課 

就労に関する相談や再就職支援、

情報収集への支援や、必要に応じ

た各種福祉施策の活用など、被害

者の経済的な自立に向けた支援を

行います。 

また、被害者が加害者のもとを離

れ新たな生活を始める際に必要な

生活用品の提供や、外国人で日本

語によるコミュニケーションが困

難な場合は、就労や生活に必要な

日本語の学習機会の提供を図りま

す。 

就労に関する相談窓口についての

情報提供や再就職支援講座の開催

女性が輝くまちづくり

推進課・こども福祉

課・産業振興・雇用推

進課 

子どもを同伴する被害者が安心し

て就労のための活動ができるよう

に保育所・認定こども園への入園

に配慮 

就園管理課 

福祉施策（母子家庭自立支援教育

訓練給付金、資金貸付制度、児童

扶養手当、生活保護等）の活用に

より、被害者が就労の準備に取り

組めるよう支援 

女性が輝くまちづくり

推進課・こども福祉課

東部リユースぷらざで提供してい

る家具・家電製品・自転車等を無

償で優先的に提供 

女性が輝くまちづくり

推進課・東部リユース

ぷらざ 

就労や生活に必要な日本語の学習

機会の提供 

女性が輝くまちづくり

推進課・国際課 

具体的施策④ 心の回復に向けた支援

施策の内容 主な事業 担当課 

様々な暴力を繰り返し受け心の不

調を抱える被害者や、加害者への

恐怖心や将来への不安等から不安

定な精神状態にある被害者のため

に、精神科医師等によるカウンセ

リングを受ける機会の提供や、安

心して情報を交換できる場を設け

るなど、心の回復に向けた支援を

進めます。 

専門的な心のケアが必要な相談者

に対する精神科医師等による特別

相談や、こころの健康センターで

の相談の実施 

女性が輝くまちづくり

推進課・こころの健康

センター 

被害者同士が安心して情報交換で

きる場の設定 

女性が輝くまちづくり

推進課 
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具体的施策⑤ 子どもや高齢者に向けた支援

施策の内容 主な事業 担当課 

DVの目撃も児童虐待と位置づけ

られ、DVが子どもに及ぼす影響は

大きいことから、それぞれの子ど

もの状況に応じ、心のケアや安心

して生活できる環境づくりを図る

とともに、早期発見に向けた関係

機関等との連携を進めます。 

また、被害者に同伴する家族が高

齢者の場合は、地域包括支援セン

ター等と連携しながら支援を行い

ます。 

被害者の子どもの就学に適切に対

応するとともに、学校園や保育所

等と連携し子どもを取り巻く環境

整備や心のケア、学習支援等を実施

女性が輝くまちづくり

推進課・関係課 

こども総合相談所、地域子育て支

援センター、スクールカウンセラ

ー等が連携し必要に応じて相談や

支援を実施 

こども総合相談所・地

域子育て支援センタ

ー・地域子育て支援

課・幼児教育課・指導

課 

教育関係者や保育関係者に対し、

DVの特性や子どもに配慮すべき

事項等について周知 

女性が輝くまちづくり

推進課・指導課・保健

体育課・保育・幼児教

育課 

地域の保健活動における子どもの

発育や発達に関する相談の実施 
健康づくり課 

被害者に同伴する家族が高齢者の

場合には、地域包括支援センター

等と連携し、見守りや情報提供、

社会資源の利用の促進 

女性が輝くまちづくり

推進課・高齢者福祉課

具体的施策⑥ 個人情報の保護

施策の内容 主な事業 担当課 

被害者の情報を関係機関等と共有

し、被害者に有効な支援を行うた

めに、関係機関等への適切な情報

提供と厳重な管理を行います。 

相談記録等を始めとする被害者の

個人情報の厳重な管理 

女性が輝くまちづくり

推進課・関係課 

住民基本台帳の閲覧制限の支援措

置の適切な実施 

女性が輝くまちづくり

推進課・各区市民保険

年金課 
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性と生殖の健康と権利の確保及び生涯を通じた健康支援 

誰もが性別にかかわらず生涯を通じて心身ともに健康的で豊かな暮らしを送るため

には、性別による身体の機能の違いや特性を十分に理解し、お互いに尊重することが

重要です。 

そもそも、性のあり方（セクシュアリティ）は「女」「男」に二分できない多様なバ

リエーションがあり、外見や考え方が一人ひとり異なるように、セクシュアリティも

様々です。多様な性のあり方について理解を深めるとともに、妊娠・出産など人生の

各ステージに応じた健康の支援を行うなど、セクシュアリティや本人の意思に沿った

きめ細かな対応が大切です。 

市民意識・実態調査によると、女性が子どもを産むことに関して、「知識を持った上

でライフプランを選択するべき」「子どもを産むことについて夫婦・カップルで話し合

うべき」という意見について「そう思う」人の割合が高くなっています。 

女性の社会進出や晩婚化、晩産化が進む中、働きながら妊娠・出産する女性や不妊に

悩む人が増えており、加齢が妊娠しやすさに与える影響や不妊に関する知識を持った

うえでライフプランを考える必要性が高まっています。 

また、妊娠や出産などの生殖や性に関して本人の意思が尊重されること、心身ともに

健康であることは、性別にかかわらず自分らしく充実した人生を送るうえでとても重

要です。 

これらのことから、生涯を通じた健康を支援するための総合的な取組に加えて、子

どもの数や出産する時期、子どもを産むかどうかなど性と生殖について自己決定を行

い、生涯にわたる健康を享受する権利（リプロダクティブ・ヘルス／ライツ＊）や性

の多様性について啓発を図るとともに、妊孕
にんよう

性
せい

（年齢と妊娠のしやすさ）に関する理

解を促進します。 

また、若い世代をはじめとして、市民が健康を脅かす様々な問題について正しい理

解のもとに適切な行動がとれるよう、ＨＩＶ／エイズ＊や性感染性・薬物乱用防止教

育を推進します。 

＊リプロダクティブ・ヘルス／ライツ（性と生殖の健康と権利） 

自分たちの子どもの数や出産する時期などについて自己決定を行い、生涯を通じて健康を享受する権
利をいう。男女がともに持つ権利であるが、とりわけ女性の重要な権利とされている。 

＊ＨＩＶ／エイズ：エイズ 

ＨＩＶ（ヒト免疫不全ウィルス）に感染して起こる病気で、感染すると身体を病気から守る免疫系が
破壊され、身体の抵抗力が低下し、さまざまな感染症を起こしやすくなる。 

３ 
重点目標

妊孕
にんよう

性
せい

について 

妊孕
にんよう

性
せい

とは、「妊娠する力」や「妊娠のしやすさ」のことをいいます。女性は 30歳頃

から徐々に妊娠する力が下がり始め、一般に、40歳を過ぎると妊娠は難しくなります。

また、男性の年齢も妊娠率の低下に関係しているというデータがあります。 

晩婚化が進む中、子どもを持ちたいにもかかわらず不妊で悩む人が増加しています。妊

娠する力は年齢だけでなく男女ともに睡眠や食事、運動などの生活習慣や、ストレス、喫

煙などとも深く関係します。仕事や結婚、子どもをつくる、つくらないなど、人生にはい

ろいろな選択肢があり、正しい情報に基づき自身の意思をもってライフプランを考えるこ

とが大切です。
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【図表 女性が子どもを産むことに関して】 

【図表 学校における性教育について】 

【図表 平均初婚年齢】 

（H27 年市民意識・実態調査）
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【図表 母親の平均出生時年齢の年次推移】 

数値目標（行政が事業を行う上で目標とする数値）

数値目標 H2８現状値 H33目標値 

市の実施するエイズ・性感染症・性教育に関する出前講

座開催数
回 80回以上 

成果目標（男女共同参画社会の進展の度合いを測る目安）

＊ＬＧＢＴ 

レズビアン（女性同性愛者）、ゲイ（男性同性愛者）、バイセクシュアル（両性愛者）、トランスジェン
ダー（生物学的な性“からだの性”と自認する性“こころの性”が異なる人）の頭文字をとった総称。から
だの性とこころの性が一致しており、異性を好きになる人以外の、いわゆるセクシュアル・マイノリティ（性
的少数者）を表す言葉として使われることが多い。 

実際は性分化疾患（からだの性が男女に判別しづらい状態）やクエスチョニング（性的指向や性自認が 

未定）、Ｘジェンダー（性自認が特定できない）なども含め、セクシュアリティは多様であり、2015年の
調査では日本人の７．６％、つまり13人に１人がセクシュアル・マイノリティと推計される。

成果指標 定義 

中学生の性に関する相談の充実度 
性についての悩みを相談できる大人を身近に持つ中学

生の割合 

健康診断の受診率 過去１年間に健康診断を受診した人の割合 

「ＬＧＢＴ」＊という言葉の認知度 「ＬＧＢＴ」という言葉の意味を知っている人の割合 
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施策の方向性と具体的施策 

（１）性と生殖の健康と権利に関する理解の促進

具体的施策① 性の多様性についての理解促進

施策の内容 主な事業 担当課 

学校や家庭、地域などあらゆる場

において多様な性のあり方につい

ての正しい理解の促進を図るとと

もに、日常生活において生きづら

さを抱える当事者への支援に努め

ます。 

性の多様性について理解を促進す

る講座や研修の実施 

女性が輝くまちづく

り推進課・人権推進課

市の職員の理解促進に向けた研修

の実施及び啓発資料の活用 

女性が輝くまちづく

り推進課 

民間の支援団体との協働による啓

発や支援の推進 

女性が輝くまちづく

り推進課 

教職員を対象とした性の多様性に

ついての研修の実施 
指導課 

具体的施策② 女性の健康問題や妊孕
にんよう

性
せい

についての啓発の推進

施策の内容 主な事業 担当課 

子どもを産む性としての女性の身

体の特性を踏まえ、妊孕
にんよう

性
せい

（年齢

と妊娠のしやすさ）や生涯にわた

る女性の健康問題について市民に

啓発します。 

性と生殖の健康と権利に関する講

座の開催 

女性が輝くまちづく

り推進課・公民館 

「２０歳のパスポート（手帳）」を

活用した妊孕性についての周知。
健康づくり課 

県事業である中高生向け妊孕性啓

発研修への協力 
健康づくり課 

具体的施策③ 学校における性に関する指導の充実

施策の内容 主な事業 担当課 

性と生殖に関して健康であること

の重要性を理解し、自分自身を大

切にするとともに、相手の心身の

健康についても思いやりを持てる

よう、発達段階に応じた性教育の

充実を図ります。 

「いのちを育む授業」プログラム

の実施 

保健体育課・健康づく

り課 

教職員を対象とした性と性感染症

に関する研修会の実施 
保健体育課・保健課 

児童・生徒を対象とした性に関す

る相談の実施 
保健体育課 
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具体的施策④ 性に関する学習機会の充実

施策の内容 主な事業 担当課 

エイズや性感染症についての正し

い知識を普及し、性について見つ

め直すことのできる機会を充実し

ます。 

また、性の多様性について理解を

深められるよう、取組を進めます。

エイズ・性感染症・性教育出前講

座の実施 
保健課・保健体育課 

性について考える講座の開催 
女性が輝くまちづく

り推進課・公民館 

（２）生涯を通じた健康づくりに対する支援

具体的施策① 相談体制の充実

施策の内容 主な事業 担当課 

思春期に特有の健康問題に関する

相談に応じ、健康の保持増進と性

意識の健全育成を図ります。 

健康問題について、女性が気軽に

相談できるような体制の整備や雰

囲気づくりに努めます。 

思春期電話相談の実施 健康づくり課 

女性が受診しやすい環境づくりの

調査・研究 

女性が輝くまちづく

り推進課 

具体的施策② 健康づくりのための知識の普及啓発

施策の内容 主な事業 担当課 

男女がともに生涯を通じて健康に

過ごすために、男女に共通した健

康問題や男女それぞれに特有の健

康問題について理解を促進すると

ともに、運動する習慣が身に付く

よう普及啓発を図ります。 

健康教育の実施 健康づくり課 

健康市民おかやま２１の推進 健康づくり課 

具体的施策③ 食育の推進

施策の内容 主な事業 担当課 

男女を問わず望ましい食習慣や知

識が習得できるよう広報や講座を

展開し、啓発を進めます。 

食育に関する講座の開催 

女性が輝くまちづく

り推進課・公民館・健

康づくり課 

教育の場における食育の推進 保健体育課 

食育実践のための情報提供 保健管理課 
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具体的施策④ 健康診査受診の推進

施策の内容 主な事業 担当課 

予防接種や各種の健康診査が受診

しやすくなるよう、情報提供や啓

発に努めます。 

また、乳がん等について対象者へ

無料クーポン券を発行し、受診率

向上を図ります。 

各種健康診査の情報提供 健康づくり課 

子宮頸がん予防ワクチン接種の実施 保健課 

がん検診の無料クーポン券発行 健康づくり課 

具体的施策⑤ 「こころの健康づくり」の推進

施策の内容 主な事業 担当課 

心の悩みを気軽に相談できる体制

を整備するとともに、「こころの健

康づくり」について情報提供を行

います。 

ストレス・うつ病についての知識

の普及啓発 
健康づくり課 

こころの健康に関する相談体制の

充実 

健康づくり課・こころ

の健康センター 

（３）健康をおびやかす問題についての対策の推進

具体的施策① HIV／エイズや性感染症に関する教育の推進と予防のための啓発

施策の内容 主な事業 担当課 

学校教育・社会教育・出前講座を

通じて、エイズや性感染症につい

て正しい理解を促し、予防する知

識の普及を図ります。 

エイズ・性感染症・性教育出前講

座の実施 
保健課・保健体育課 

「世界エイズデーin岡山」の開催 保健課 

エイズ・性感染症ホットラインの

実施 
保健課 

HIV性感染症検査 保健課 

具体的施策② 薬物乱用防止教育の充実

施策の内容 主な事業 担当課 

教職員を対象とした薬物乱用防止

研修会の情報提供や市民への薬物

乱用防止啓発事業の実施等によ

り、薬物乱用防止についての理解

を深め、教育の充実を図ります。

薬物乱用防止研修の情報提供 保健体育課 

覚醒剤等薬物乱用の防止啓発 保健管理課 
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固定的な性別役割分担の解消 

固定的な性別役割分担意識は、個人の自由な生き方や能力を発揮する機会を制限す

ることにつながるおそれもあり、男女共同参画社会を実現するうえで大きな課題とな

っています。 

市民意識・実態調査によると、「男性は外で働くもの、女性は家庭を守るもの」とい

う考え方については、肯定的な回答をした人の割合は低下しつつありますが、平成27

年度の調査では2割を超え、女性に比べて男性が高くなっています。家庭生活におけ

る家事や育児等の役割分担については、多くを女性が担っており、女性の負担が大き

い結果となっています。 

現状では、例えばＰＴＡや町内会などの地域活動においては、女性が活動の多くを

担う一方で、会長等の役職は男性が占めるなど、性別によって役割が固定化される傾

向があります。また、教育・研究分野では、研究者に占める女性の割合は低く、特に

理工系分野は女性の参画が少ない状況ですが、その一方で保育士や看護士など男性の

占める割合が低い分野もあります。社会の多様なニーズに対応するためにも、固定的

な役割分担意識を解消し、社会の様々な分野で、性別や慣習にとらわれることなく能

力を発揮できる環境づくりを進めることが大切です。 

このため、子どもから高齢者まで幅広い層を対象に、親しみやすく、わかりやすい、

効果的な啓発を進めるとともに、男女共同参画に関する理解を深めるための情報提供

の充実を図ります。 

また、近年発生した大規模な自然災害における、女性をはじめとする多様なニーズ

等に配慮した対応についての課題を踏まえ、男女共同参画の視点を反映した防災対策

を進めます。 

【図表 男性は外で働くもの、女性は家庭を守るものという考えについて】 

４
重点目標

（H27 年市民意識・実態調査）

3.9

2.7

6.4

20.0

17.8

24.0

19.5

18.4

22.1

54.4

59.3

44.9

2.1

1.9

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1,353)

女性(n=864)

男性(n=470)

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない そう思わない

わからない
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【図表 家庭生活について】 

数値目標（行政が事業を行う上で目標とする数値）

数値目標 H2８現状値 H33目標値 

市の実施する固定的な役割分担を解消するための啓発

講座の受講者数 
     人 

毎年 

6,000人以上 

成果目標（男女共同参画社会の進展の度合いを測る目安）

成果指標 定義 

性別による固定的役割分担意識の解

消度 

「男は仕事、女は家庭」という考え方に同感しない人の

割合 

男性の家事、子育て分担割合 男性が担っている家事、子育ての割合 

事業者における固定的役割分担の解

消度 

来客があった際に、男性社員も女性社員もお茶を出す事

業者の割合 

（H27 年市民意識・実態調査）

3.8

3.9

2.8

6.1

36.6

3.6

11.5

23.3

0.6

15.8

7.9

5.8

13.6

13.4

19.4

12.5

25.9

28.3

78.2

85.9

88.4

77.7

44.4

74.4

74.7

46.1

51.6

1.6

2.1

2.7

2.5

5.3

2.4

1.2

2.5

1.4

0.5

0.2

0.3

0.1

0.3

0.3

0.1

2.2

0.1

18.0
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掃除(n=978)

洗濯(n=979)

食事のしたく(n=978)

食事の片付け(n=976)

ゴミ出し(n=978)

日常の買い物(n=975)

家計の管理(n=978)

町内会・自治会・ＰＴＡ等

地域活動(n=954)

子どもの世話・教育・

しつけ(n=954)

夫が主に担当している 妻と夫と同じ程度に分担している

妻が主に担当している 妻・夫以外の家族が主に担当している

家族以外が行っている 該当しない



43 

施策の方向性と具体的施策 

（１）男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し

具体的施策① 地域・家庭・職場における固定的な性別役割分担意識の是正のた

めの啓発

施策の内容 主な事業 担当課 

さんかく岡山や公民館等での講座

に加え、各種地域団体・事業者と

連携するなどし、固定的な性別役

割分担の解消について市民の理解

を深めていきます。 

固定的な性別役割分担を見直すた

めの講座の開催 

女性が輝くまちづくり

推進課・公民館 

事業者への男女共同参画出前講座

の実施 

女性が輝くまちづくり

推進課 

男女共同参画情報誌「ＤＵＯ」の

配布 

女性が輝くまちづくり

推進課 

具体的施策② 苦情や相談を通じた市政の見直し

施策の内容 主な事業 担当課 

男女共同参画社会の形成に影響を

及ぼすと認められる施策に関し

て、市民から苦情の申し出があっ

たときは、男女共同参画専門委員

会に諮って、制度や運営の改善に

努めます。 

男女共同参画相談支援センターや

福祉事務所の相談事例の中に潜在

している市民ニーズを、男女共同

参画専門委員会への諮問・答申を

経て把握し、市の制度や運営の改

善に反映させるよう努めます。 

男女共同参画専門委員会への諮

問・答申と市の制度や運営の改善

女性が輝くまちづくり

推進課・関係各課 
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（２）女性の参画の少ない分野における対策の推進

具体的施策① 防災やまちづくりの分野などにおける女性の参画の拡大

施策の内容 主な事業 担当課 

防災やまちづくりの分野などでの

固定的な性別役割分担意識を見直

し、災害現場や避難場所において

女性の視点に立った配慮がなされ

るよう取組を進めます。また、女

性消防団員の増加を図るなど、女

性の参画を進めます。 

地域防災力における女性の参画の

拡大 
危機管理室 

男女双方の視点に立った地域防犯

の推進 
生活安全課 

女性消防団員増加の推進 消防企画総務課 

具体的施策② ロールモデルの情報の提供

施策の内容 主な事業 担当課 

ロールモデル（手本となる人材）

の活躍事例の情報提供を行い、女

性の参画を進めます。 

活躍する女性に関する講演会の開催
女性が輝くまちづくり

推進課 

具体的施策③ 子どもの頃からの理数分野への興味の拡大

施策の内容 主な事業 担当課 

女性が将来の進路選択において理

工系分野への選択がしやすくなる

よう公民館講座等を通じて理数分

野に関する興味の拡大に努めます。

理数分野に興味の持てる講座の開催
女性が輝くまちづくり

推進課・公民館 

（３）男女共同参画の視点に立った広報・情報提供の促進

具体的施策① 男女共同参画の視点からの市の広報ガイドラインの活用

施策の内容 主な事業 担当課 

市職員に広報ガイドラインを周知

し、男女共同参画の視点に立った

広報や刊行物の作成に努めます。

広報ガイドラインの周知・活用 

女性が輝くまちづくり

推進課・人権推進課・

広報広聴課 
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具体的施策② 多様な媒体を通じた広報・啓発活動の推進

施策の内容 主な事業 担当課 

広報紙などの紙媒体や、ラジオ、

テレビ、インターネットなど音

声・映像媒体の活用、男女共同参

画に関するＣＭの作成・放映等に

より、広く市民に男女共同参画の

周知を図ります。 

市広報紙での男女共同参画に関す

る情報提供 

女性が輝くまちづくり

推進課・広報広聴課 

男女共同参画情報誌の発行 
女性が輝くまちづくり

推進課 

男女共同参画に関する市政テレ

ビ・ラジオ番組の放送 

女性が輝くまちづくり

推進課・広報広聴課 

男女共同参画に関するＣＭの作成
女性が輝くまちづくり

推進課 

男女共同参画に関するホームペー

ジの充実 

女性が輝くまちづくり

推進課 

具体的施策③ 市民意識・実態調査の定期的な実施

施策の内容 主な事業 担当課 

定期的に市民意識・実態調査を行

い、男女共同参画社会の形成状況

と市民ニーズの把握に努め、基本

計画や施策の策定の基礎資料とし

ます。 

男女共同参画に関する市民意識・

実態調査の実施 

女性が輝くまちづくり

推進課 

具体的施策④ 男女共同参画社会の形成に資する統計情報の収集・整備・提供

施策の内容 主な事業 担当課 

男女共同参画社会の形成状況を把

握できる統計情報の収集、整備を

行います。 

データの収集、公表にあたっては、

男女別の状況がわかりやすく伝わ

るよう整理し、情報提供します。

男女共同参画に関する行政評価の

実施・公表 

女性が輝くまちづくり

推進課 

市民との協働による男女共同参画

に関する情報収集やデータの活

用、啓発 

女性が輝くまちづくり

推進課 
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国際的な取組についての理解及び協調、連携 

男女共同参画社会の取組は、国際社会における動きと連動しており、男女共同参画

社会基本法では、男女共同参画社会の形成に関する基本理念の一つとして「国際的協

調」が掲げられています。世界の動きに目を向け、国際的な取組を理解することは、

地域における男女共同参画を推進するうえで重要です。 

このため、国連をはじめとする国際的な女性の地位向上に関する動きや、外国にお

ける優れた制度や取組についての学習機会の充実を図るとともに、国が実施する国際

的な男女共同参画施策の情報収集・提供を行います。 

また、国際的な経済の結びつきの強まり等により、人や物、情報の流れはグローバ

ル化し、本市に暮らす外国人市民が１万人を超えている中で、国籍や民族などの異な

る市民が地域社会の一員として、言語や文化等の違いを理解し合い、お互いを認め、

尊重することは、性別や国籍などにかかわらず、多様な意見が生かされる社会の実現

に向けて重要です。 

本市に暮らす外国人の多様な意見が反映される市政運営を進めるとともに、地域社

会への参画を促進するよう、外国人市民会議の開催や、国際理解を深め地域における

交流を進める機会の充実を図ります。 

【図表 外国人市民人口の推移】 

数値目標（行政が事業を行う上で目標とする数値）

数値目標 H2８現状値 H33目標値 

市の実施する世界の動きや国際的な取組についての講

座・研修の受講者数
   人 

毎年 

300人以上 

5
重点目標

（岡山市）

4,945 
5,312 5,453 
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成果目標（男女共同参画社会の進展の度合いを測る目安）

成果指標 定義 

「ジェンダー＊」という言葉の認知度 「ジェンダー」という言葉の意味を知っている人の割合

相談できる日本人がいる外国人の割合
となり近所や地域の日本人の中に相談できる人がいる

外国人の割合

＊ジェンダー

人間には生まれついての生物学的性別（セックス／sex）がある。一方、社会通念や慣習の中には、社会
によって作り上げられた「男性像」、「女性像」があり、このような男性、女性の別を「社会的・文化的
に形成された性別」（ジェンダー／gender）という。「社会的・文化的に形成された性別」は、それ自体
に良い、悪いの価値を含むものではなく、国際的にも使われている。

施策の方向性と具体的施策 

（１）男女共同参画に関する世界の取組についての理解と国際協力・交流の促進

具体的施策① 世界の動きや国際的な取組等についての情報提供及び啓発

施策の内容 主な事業 担当課 

国際社会における男女共同参画の

取組や世界の女性を取り巻く環境

について情報提供を行うととも

に、国際規範・基準の浸透を図り

ます。 

国際社会における男女共同参画の

現状・取組を紹介する研修・講座

の開催 

女性が輝くまちづくり

推進課 

国際交流ふれあい講演会の開催 国際課 

（２）岡山市に暮らす外国人への支援及び地域社会への参画促進

具体的施策① 外国人のための相談、情報提供の充実

施策の内容 主な事業 担当課 

外国人からの男女共同参画に関す

る相談などさまざまな相談に応じ

られるよう、相談窓口の充実と周

知を図るとともに、外国人向けの

パンフレットを作成するなど、外

国人市民への情報提供に努めま

す。 

外国人相談者への対応 

国際課・女性が輝くま

ちづくり推進課・関係

各課 

友好交流サロンを中心とした外国

人への情報提供 
国際課 

外国語パンフレットの作成 関係各課 
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具体的施策② 国際理解・交流活動の推進

施策の内容 主な事業 担当課 

市民団体等と連携し、外国人との

交流の場を提供するなど異文化に

触れる機会や外国人が主体的に参

加し、交流できる場を設け、国際

理解を深めます。 

外国人との交流の場の提供 
女性が輝くまちづくり

推進課・国際課 

具体的施策③ 外国人の意見が反映される市政運営

施策の内容 主な事業 担当課 

外国人市民会議等における外国人

の意見を市政に生かします。 
岡山市外国人市民会議の開催 国際課 
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市と市民等とのパートナーシップによる協働 

男女共同参画社会を実現するためには、市民一人ひとりがその意義を十分に理解し、

自らが主体的に行動していくことが必要です。また、市、市民、事業者がそれぞれの

責任を自覚し、その役割を果たすとともに、相互に協働による取組を推進することが

重要です。 

本市では、毎年6月21日から27日までの1週間を男女共同参画推進週間「さん

かくウイーク」と定め、市民及び事業者との協働で、楽しみながら男女共同参画につ

いての理解を深めることを目的とした多彩な行事を行っています。また、「さんかく岡

山」を男女共同参画推進の拠点施設として位置づけ、意識啓発や情報提供など様々な

取組を進めています。 

しかし、意識調査・実態調査によると、「さんかく岡山」の認知度は 4 割半ば、利

用したことがある人は1割に満たない状況です。 

「さんかく岡山」を拠点として、男女共同参画社会の実現に向けた取組を効果的に

推進していくため、「さんかく岡山」の認知度を高め、より多くの人に利用されるよう

広報に努めるとともに、市民のニーズに応じた講座等の充実を図ります。 

また、市民や関係団体、企業、学校、ＮＰＯなど多様な主体との協働により、地域

の課題に応じた取組を推進するために、連携を深めるための交流や情報共有などを進

めるとともに、地域活動に取り組む担
にな

い手
て

づくりや地域の主体的な活動を支援します。 

【図表 「さんかく岡山」の認知度・利用状況】 

【図表 「さんかく岡山」の役割として期待すること（上位６項目）】 

6 
重点目標

31.2

29.2

19.2

18.2

17.1

34.0

0 20 40

相談機能の充実

男女共同参画に関する幅広い情報、書籍、

資料等の収集・提供

再就職に向けてのパソコン講座等

による女性の就業支援

講演会、シンポジウム、

フォーラム等の企画、開催

女性の人材育成

わからない

（％）

n=1,260

（H27 年市民意識・実態調査）

3.2 43.1 53.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=1,329

利用したことがある あるのは知っているが利用したことはない 知らない

（H27 年市民意識・実態調査）
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数値目標（行政が事業を行う上で目標とする数値）

数値目標 H28現状値 H33目標値 

「さんかくウイーク」への参加者数 人 
毎年 

3,000人以上 

「さんかくウイーク」へのさんかく岡山登録団体の参加率 ％ 50％ 

成果目標（男女共同参画社会の進展の度合いを測る目安）

成果指標 定義 

「さんかくウイーク」の認知度 
「さんかくウイーク」の行事へ参加したことがある、ま

たは「さんかくウイーク」を知っている人の割合 

「さんかく岡山」の事業内容の認知度 「さんかく岡山」の事業内容を知っている人の割合 

施策の方向性と具体的施策 

（１）市民協働による男女共同参画の一層の推進

具体的施策① 審議会や実行委員会への市民の参画の推進

施策の内容 主な事業 担当課 

男女共同参画専門委員会につい

ては、公募による委員の枠を継続

して設け、政策・方針決定過程へ

市民の意見を反映させます。 

また、「男女共同参画推進週間（さ

んかくウイーク）」や「新成人の

集い」などの開催にあたり、委員

として市民の積極的な参画を呼

びかけます。 

男女共同参画専門委員会におけ

る公募委員の募集 

女性が輝くまちづくり

推進課 

「男女共同参画推進週間（さんか

くウイーク）」実行委員の募集 

女性が輝くまちづくり

推進課 

「新成人の集い」実行委員の募集 地域子育て支援課 

具体的施策② 男女共同参画推進週間（さんかくウイーク）への参画の促進

施策の内容 主な事業 担当課 

毎年６月に「男女共同参画推進週

間（さんかくウイーク）」を設け、

「さんかく岡山」を中心に全市的

な取組を市民と協働して展開しま

す。 

「男女共同参画推進週間（さんか

くウイーク）」の実施 

女性が輝くまちづくり

推進課

「男女共同参画推進週間（さんか

くウイーク）」での公民館行事の

開催 

公民館 
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具体的施策③ 多様な団体等の連携による広報・啓発活動の推進

施策の内容 主な事業 担当課 

経済団体、マスメディア、ＮＰＯ

等との連携を図り、広がりを持っ

た広報・啓発活動を進めます。 

各種市民団体と連携した広報・啓

発活動 

女性が輝くまちづくり

推進課 

（２）地域活動への参画の促進

具体的施策① 地域活動への参加促進のための学習機会等の充実と支援

施策の内容 主な事業 担当課 

性別に関わらず、ボランティア活

動等地域活動への積極的な参加を

促すための学習機会の充実を図る

とともに、関係団体への支援を行

います。 

ボランティア育成講座の開催 公民館  

学校支援ボランティア事業の充実 生涯学習課 

子ども会等の団体への支援 地域子育て支援課 

具体的施策② 持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ）の推進 

施策の内容 主な事業 担当課 

「持続可能な開発のための教育

（ＥＳＤ）」を市民等と協働して推

進するとともに、本市における取

組について情報提供します。 

「持続可能な開発のための教育

（ＥＳＤ）」の推進 
ESD 推進課・関係各課

「持続可能な開発のための教育

（ＥＳＤ）」における取組につい

ての情報提供 

ESD 推進課 

（３）男女共同参画社会推進センター「さんかく岡山」の機能の充実

具体的施策① 市民協働の活動拠点としての場と情報の提供

施策の内容 主な事業 担当課 

「さんかく岡山」登録団体等と協

働して男女共同参画に関する啓発

事業を実施するとともに、男女共

同参画に関する調査・研究も協働

で行い、普及活動を進めます。 

市民協働事業の実施 
女性が輝くまちづくり

推進課 

「さんかく岡山」が核となった男

女共同参画に関する情報提供 

女性が輝くまちづくり

推進課 
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仕事と生活の調和の推進 

誰もが個性と能力を十分に発揮して社会において活躍するためには、家事、育児、

介護などの家庭生活や自己啓発、地域でのボランティアなど様々な活動と仕事との調

和が重要です。 

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）は、働く女性だけの問題ではなく、

働き方も含めて多様な選択肢の中から自分で生き方を決定し、性別にかかわらず自分

らしく充実した人生を送るうえで基盤となるものです。 

また、今後ますます高齢化が進行する中、働きながら家族の介護をする人の増加と

ともに、晩婚化・晩産化により育児と介護を同時期に担う「ダブルケア」に直面する

人が増えることも懸念されています。 

こうした問題に対応するためには、育児や介護などのライフイベントに応じて自ら

の希望に沿った形で働き続けることができるように、長時間労働を前提とした男性中

心型の労働慣行を改め、勤務地などを限定した多様な正社員制度や短時間勤務、在宅

勤務制度など、多様で柔軟な働き方を進めることが必要です。 

市民意識・実態調査によると、「仕事」「家庭生活」「地域・個人の生活」における優

先度の理想について、「仕事」と「家庭生活」をともに優先したいと回答した人の割合

が最も高くなっていますが、現実において、男性は「仕事」を優先し、女性は「家庭

生活」を優先している人の割合が高い結果となり、理想と現実の違いが見られます。 

これらのことから、仕事と生活の調和を大切にした働き方を進めるため、特に企業

等に対して、生産性の向上や優秀な人材の確保など経営戦略としてのワーク・ライフ・

バランスの重要性の啓発に加えて、経営者や管理職の意識改革を図ります。 

併せて、ワーク・ライフ・バランスについて社会全体の意識を高めるため、広く市

民を対象とした講座等の開催や、広報誌等による啓発を進めるとともに、特に男性の

家庭生活への参画を促進するよう男性を対象とした講座等や支援に重点的に取り組み

ます。 

また、誰もが安心して子育てや介護をしながら仕事との両立ができるように、待機

児童の解消や、病児保育、延長保育など多様なニーズに対応する保育等サービス、放

課後児童クラブ等の充実とともに、高齢者に対する地域包括支援センター等における

介護や医療など様々な面からの総合的な支援や相談体制の充実を図ります。

7 
重点目標
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【図表 仕事と生活の調和についての理想と現実】 

【図表 65 歳以上被保険者・要介護認定者数・要介護認定率】 

（H27 年市民意識・実態調査）

女性

男性

2.7 

17.1 

4.9 

32.6 

19.7 

32.4 

17.4 

16.0 

2.4 

3.0 

3.2 

4.7 

29.5 

20.3 

32.7 

19.6 

3.7 

2.9 

5.4 

5.1 

13.0 

12.7 

9.2 

7.7 

23.4 

6.4 

22.8 

7.9 

5.6 

5.2 

4.3 

6.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

理想(n=862)

現実(n=865)

理想(n=465)

現実(n=470)

「仕事」を優先したい（している）

「家庭生活」を優先したい（している）

「地域・個人の生活」を優先したい（している）

「仕事」と「家庭生活」をともに優先したい（している）

「仕事」と「地域・個人の生活」をともに優先したい（している）

「家庭生活」と「地域・個人の生活」をともに優先したい（している）

「仕事」「家庭生活」「地域・個人の生活」をともに優先したい（している）

わからない

（岡山市第 6 期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画）
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【図表 男性が女性とともに家事等に参加していくために必要なこと】 

数値目標（行政が事業を行う上で目標とする数値）

数値目標 H28現状値 H33目標値 

保育所等の待機児童数 人 0人 

市の実施する男性管理職向けセミナーの受講者数 人 毎年100人以上

成果目標（男女共同参画社会の進展の度合いを測る目安）

成果指標 定義 

父親の育児への積極的参加率 ３歳児の父親が積極的に育児に参加している割合

男性の介護参加率 介護経験のある男性の割合

仕事と生活とのバランスの満足度 仕事と生活とのバランスがとれていると思う人の割合

（H27 年市民意識・実態調査）
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休暇制度の充実に努めること

夫婦や家族間で家事などの分担について
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子どもに家事などを男女で分担するような

しつけや育て方をすること

男性が家事などに参加することに対する
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男性の仕事中心の生き方・考え方を改めること

男女の役割分担について

社会通念・慣習・しきたりを改めること
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女性の抵抗感をなくすこと

その他

特に必要なことはない

（％）

n=1,355
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施策の方向性と具体的施策 

（１）長時間労働の見直しと多様で柔軟な働き方の推進

具体的施策① 企業等の経営者や管理職の意識改革に向けた啓発

施策の内容 主な事業 担当課 

働く場における仕事と生活の調和

を進めるため、企業等の経営者や

管理職の意識改革を促すととも

に、経営戦略としての必要性につ

いて啓発に取り組みます。 

企業等における女性活躍やワーク

ライフバランスについてのシンポ

ジウム等の開催 

女性が輝くまちづくり

推進課 

男性管理職向けセミナーの開催 
女性が輝くまちづくり

推進課 

女性活躍やワークライフバランス

の啓発リーフレットの作成・配付

女性が輝くまちづくり

推進課 

具体的施策② 企業等における働き方改革の促進

施策の内容 主な事業 担当課 

長時間労働を前提とした男性中心

型労働慣行を是正し、短時間勤務

やフレックス、勤務地限定正社員

制度など多様で柔軟な働き方や、

子育てや介護などと仕事との両立

を支援する休暇制度など、企業に

おける働き方改革を促進します。

企業を対象とした女性活躍推進や

働き方に関する講座の開催 

女性が輝くまちづくり

推進課 

女性が輝く男女共同参画推進事業

所の認証 

女性が輝くまちづくり

推進課 

男女共同参画社会の形成の促進に

関する取組みを積極的に行う事業

者の表彰 

女性が輝くまちづくり

推進課 

企業の優れた取組みを紹介する情

報発信事業 

女性が輝くまちづくり

推進課 

具体的施策③ 市職員の働き方改革

施策の内容 主な事業 担当課 

市職員の時間外勤務削減に向けた

取組みを行うとともに、仕事と家

事、子育て、介護等を両立できる

職場環境の整備に努めます。 

「ノー残業デー」及び「定時退庁

推進月間」の実施 
人事課 

子育て等を支援する様々な制度を

紹介する「子育て支援ガイド」の

作成及び庁内ネットワークによる

情報提供 

給与課・人事課 

市職員の年次休暇取得の促進 人事課 

市職員への働き方改革をテーマと

した研修の実施 
人事課（人材育成室）
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具体的施策④ 女性活躍推進法等関係法令や制度の周知

施策の内容 主な事業 担当課 

女性の職業生活における活躍の推

進に関する法律等や、女性活躍推

進に係る国の助成制度等について

情報提供を行うとともに、事業者

を対象とした講座や研修の機会に

紹介するなど周知を図ります。 

企業等を対象とした講座等での広報
女性が輝くまちづくり

推進課 

労働局等関係機関と連携した法令

等の周知 

女性が輝くまちづくり

推進課 

（２）仕事と妊娠・出産・子育てを両立するための支援策の充実

具体的施策① 保育等サービスの充実

施策の内容 主な事業 担当課 

保育所・認定こども園の定員増と

特別保育（延長保育・一時保育・

休日保育・病児・病後児保育）の

一層の充実を図ります。 

保育所・認定こども園の施設整備

による定員増 
子ども園推進課 

保育所・認定こども園の定員増・

定員の弾力化による受入児童数の

拡大 

就園管理課 

特別保育事業の拡大 保育・幼児教育課 

具体的施策② 放課後児童対策の充実

施策の内容 主な事業 担当課 

放課後児童クラブの児童数増加へ

の対応、施設改善など一層の質の

向上を図ります。 

放課後児童クラブの充実 地域子育て支援課 
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具体的施策③ 子育て支援体制の充実

施策の内容 主な事業 担当課 

保育所・認定こども園の地域子育

て支援センター・児童館の運営、

市立幼稚園・認定こども園の施設

開放など地域の子育てを支援しま

す。 

地域子育て拠点事業の充実 
地域子育て支援課・保

育・幼児教育課 

利用者のニーズに即した児童館の

運営 
地域子育て支援課 

子育て広場の充実 地域子育て支援課 

市立幼稚園・認定こども園「のび

のび親子広場」事業の充実 
保育・幼児教育課 

ファミリーサポート事業の充実 地域子育て支援課 

家事・育児援助を必要とする産前

産後の世帯を対象とした子育て支

援事業で、６０歳以上のシルバー

世代の支援者を派遣し支援を実施

地域子育て支援課 

具体的施策④ 子育てに関する相談支援体制の充実

施策の内容 主な事業 担当課 

子育ての孤立化や不安を解消する

ため、パパ・ママスクールの実施、

地域こども相談センターの運営な

ど支援の充実を図ります。 

おかやま産前産後相談ステーショ

ンの運営 
健康づくり課 

地域こども相談センターの運営 こども福祉課 

具体的施策⑤ 育児休業等の制度の定着促進

施策の内容 主な事業 担当課 

事業者に対し働き方の見直しや育

児休業制度の周知を図り、出産・

育児等を支援する職場環境づくり

に向けた啓発を進めます。 

仕事と子育ての両立に関する講座

の開催 

女性が輝くまちづくり

推進課 

男性市職員の育児休業取得の促進 人事課・給与課 
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具体的施策⑥ 働く女性の妊娠・出産への支援とマタハラ等ハラスメントの防止

に向けた取組の促進

施策の内容 主な事業 担当課 

働く女性が安心して妊娠・出産で

きるように健康診査や出産等に関

する制度の情報提供に努めます。

また、マタハラ*等のハラスメント

の防止に向けて、関係機関と連携

し啓発に取り組みます。 

マタハラ等ハラスメント防止に関

する啓発 

女性が輝くまちづくり

推進課・人権推進課 

労働局等関係機関と連携した関係

法令等の周知 

女性が輝くまちづくり

推進課・関係課 

マタハラ等の相談窓口についての

案内を「親子手帳」と一緒に配布

特定不妊治療を受ける夫婦への治

療費の助成 

＊マタハラ：妊娠・出産にかかる不利益な取扱いのこと 

（３）仕事と介護を両立するための支援策の充実

具体的施策① 介護に関する相談体制の充実

施策の内容 主な事業 担当課 

介護負担の軽減を図るため、介護

保険事業の情報提供や地域包括支

援センターの周知に努め、介護に

関する相談・支援に取り組みます。

地域包括支援センターによる介護

に関する相談・支援の実施 
高齢者福祉課 

具体的施策② 介護休業等の制度の定着促進

施策の内容 主な事業 担当課 

事業者に対し介護休業制度の周知

を図り、介護休業制度を利用しや

すい職場環境づくりに向けた啓発

を進めます。 

仕事と介護の両立に関する講座の

開催 

女性が輝くまちづくり

推進課 

具体的施策③ 地域の介護支援体制の充実

施策の内容 主な事業 担当課 

要介護高齢者に対する介護の知識

や技術の取得、外部サービスの適

切な利用方法の習得を内容とした

教室を開催します。 

家族介護教室の開催 高齢者福祉課 
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（４）子育てや介護など家庭生活への男性の参画促進

具体的施策① 男性の家事や子育てへの参加の支援・促進

施策の内容 主な事業 担当課 

家庭において男性が家事・子育て

に参加することを促進するため、

各種講座・教室等を開催します。

男女が協力して子育てに関わる学

習機会の提供 

公民館・女性が輝くま

ちづくり推進課 

市職員の出産補助休暇・子育て休

暇等取得の促進 
人事課・給与課 

男性の家事・育児の参加に関する

知識や技術の習得のための研修

（子育てパパ・プレパパ応援事業）

の実施 

地域子育て支援課 

具体的施策② 男性の介護への参加の支援

施策の内容 主な事業 担当課 

家庭において男性が介護に参加す

ることを促進するため、各種講

座・教室等を開催します。 

介護に関する講座の開催 
公民館・女性が輝くま

ちづくり推進課 

市職員の介護休暇取得の促進 人事課・給与課 

具体的施策③ 男性のための相談体制の整備

施策の内容 主な事業 担当課 

長時間労働による心身の不調や精

神的に孤立しがちな男性が相談し

やすい窓口の周知を図るととも

に、関係機関と連携し、相談体制

の整備を進めます。 

こころの健康相談に関する相談体

制の充実 

健康づくり課・こころ

の健康センター 

相談窓口の周知 
女性が輝くまちづくり

推進課 
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働く場における女性の活躍推進 

少子高齢化が進行し、労働力人口の減少が大きな課題となる中、働きたい人が性別

にかかわらず能力を十分に発揮することは、人材の確保のみならず、社会全体の活力

の維持・向上のために極めて重要です。 

平成 27 年に制定された「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性

活躍推進法）」では、働く場における女性の活躍推進に向けて、国、自治体、事業主そ

れぞれが計画的に取り組むことが義務づけられました。 

本市における女性の労働力率は、結婚、出産、子育て期である 30歳代に低下し、

子育てが一段落すると上昇する、いわゆる「Ｍ字カーブ」を描いており、カーブが緩

やかになってきているものの、結婚・出産を機に離職する女性は依然として多い状態

です。 

市民意識・実態調査によると、女性が働き続けるために必要なこととして、「配偶者・

パートナーの理解と協力」「企業や組織における仕事と家庭の両立支援制度の整備・充

実」「子育てや、家族の介護・看護を支援する公的制度の充実」が上位に挙げられてい

ます。 

男性の家庭生活への参画や、保育等サービスの充実とともに、働く場における女性

の活躍や、仕事と家事・育児・介護などとの両立に関する企業等の取組を促進するこ

とが重要です。 

このため、企業等を対象としたシンポジウムの開催などの啓発事業や、男女共同参

画を積極的に推進する事業者の顕彰、地域の身近な企業等の先進的な取組事例につい

ての紹介など、企業等への働きかけを進めます。 

それに加えて、国、県、企業、教育機関、関係団体、ＮＰＯなど、多様な主体によ

る「岡山市女性活躍推進協議会」を設置し、情報交換を行うとともに、地域における

女性活躍推進に向けた取組を連携して進めます。 

また、男女雇用機会均等法等の関係法令の周知を図り、性別による不当な扱いを受

けることのない働きやすい職場環境づくりに取り組みます。 

さらに、働きたい女性が仕事と子育て・介護等の二者択一を迫られることなく働き

続け、その能力を十分に発揮できるよう、キャリア形成や再就職、創業のための支援

等、女性の希望に応じた働き方への支援を行います。 

８
重点目標
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【図表 女性の年齢階級別労働力率（岡山市）】 

【図表 女性が働き続けるために必要なこと（上位６項目）】 

【図表 女性管理職を増やすための取り組み状況】 
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（H27 年岡山市女性が輝くまちづくり調査）
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数値目標（行政が事業を行う上で目標とする数値）

数値目標 H28現状値 H33目標値 

市の実施する企業における女性活躍推進の啓発講座等

の受講者数
人 毎年300人以上

市の実施する再就職支援講座受講者のうち就職に向け

て活動した人の割合 
％ 80％ 

成果目標（男女共同参画社会の進展の度合いを測る目安）

成果指標 定義 

女性管理職を増やす取組を行ってい

る事業者の割合 

女性管理職を増やすために具体的な取組を行っている

事業者の割合 

施策の方向性と具体的施策 

（１）女性の希望に応じた働き方や再就職への支援

具体的施策① 女性のキャリア形成への支援

施策の内容 主な事業 担当課 

管理職として必要なスキルや意識

の向上を図る講座等を開催し、女

性社員の管理職へのキャリア形成

を支援します。 

女性のキャリア形成を支援する講

座の開催 

女性が輝くまちづくり

推進課 

仕事と家庭生活の両立などをテー

マとした女性社員による座談会 

女性が輝くまちづくり

推進課 

女性活躍推進に関する企業への啓

発講座等の開催 

女性が輝くまちづくり

推進課 

具体的施策② 女性の再就職への支援

施策の内容 主な事業 担当課 

結婚や育児等で離職した女性の

再就職に向けた情報提供やセミ

ナーの充実を図ります。 

女性の再就職支援セミナーの開催
女性が輝くまちづくり

推進課 

マザーズハローワーク出張相談事業 産業振興・雇用推進課
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具体的施策③ 女性の創業への支援

施策の内容 主な事業 担当課 

意欲のある起業家を育成するた

め、女性の創業支援の充実を図り

ます。 

女性創業セミナー開催事業 産業振興・雇用推進課

（２）誰もが能力を発揮できる職場環境づくりの推進

具体的施策① 企業等における女性活躍促進に向けた啓発

施策の内容 主な事業 担当課 

仕事と子育て等の両立支援制度や

短時間勤務制度など、働きやすい

職場環境の推進に向けて企業等へ

の啓発に努めます。 

企業等における女性活躍やワーク

ライフバランスについてのシンポ

ジウム等の開催

女性が輝くまちづくり

推進課 

女性活躍やワークライフバランス

の啓発リーフレットの作成・配布

女性が輝くまちづくり

推進課 

具体的施策② 企業等の優れた取組の情報発信及び顕彰の充実

施策の内容 主な事業 担当課 

シンポジウム等の内容や企業の先

進事例を新聞やホームページ、啓

発リーフレットの掲載等により情

報発信するとともに、積極的に取

り組む企業等の顕彰を行うこと

で、中小企業を含めた地域全体に

取組を広げ、市民の意識の醸成を

図ります。 

企業等の優れた取組を紹介する情

報発信事業 

女性が輝くまちづくり

推進課 

企業等における女性活躍推進シン

ポジウムの新聞掲載事業 

女性が輝くまちづくり

推進課 

女性が輝く男女共同参画推進事業

所の認証 

女性が輝くまちづくり

推進課 

男女共同参画社会の形成の促進に

関する取組を積極的に行う事業者

の表彰 

女性が輝くまちづくり

推進課 

具体的施策③ 企業や関係機関、団体の連携の強化

施策の内容 主な事業 担当課 

企業や教育機関、経済団体、ＮＰ

Ｏ、国や県など多様な主体と連携

し、女性活躍推進や働きやすい職

場環境づくりを図ります。 

女性活躍推進協議会の開催及び運

営 

女性が輝くまちづくり

推進課 

関係機関等との意見交換会の開催
女性が輝くまちづくり

推進課 
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（３）働く場における労働者の均等な機会と待遇の確保

具体的施策① 男女雇用機会均等法、パートタイム労働者や派遣労働者に関する

関係法令の周知

施策の内容 主な事業 担当課 

男女雇用機会均等法等の法令につ

いて情報提供を行うとともに、事

業者を対象とした講座や研修の機

会に紹介するなど周知を図りま

す。 

公正採用選考人権啓発推進員研修

会の開催 
人権推進課 

企業等を対象とした講座等の開催

における広報 

女性が輝くまちづくり

推進課 

労働局等関係機関と連携した法令

等の周知 

女性が輝くまちづくり

推進課

具体的施策② 農林漁業従事者、関係機関、団体への意識啓発

施策の内容 主な事業 担当課 

固定的な性別役割分担意識とそれ

に基づく慣習・慣行を改め、女性

の役割を適正に評価するための啓

発を関係機関・団体と連携し積極

的に行います。 

「男女共同参画のつどい in 岡山」

の開催 
農林水産課 

研修会への講師派遣 
女性が輝くまちづくり

推進課 
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政策・方針の決定過程への男女共同参画の促進 

将来にわたり持続可能な、多様性に富んだ活力ある地域社会を実現するためには、

行政、企業、地域など様々な分野の活動において、いずれかの性に偏ることなく方針

決定の場に参画する機会を確保し、多様な視点からの意見を反映することが重要です。 

国においては、2020 年までに指導的地位に女性が占める割合を 30％とすること

を目標に掲げて取組を進めてきましたが、方針決定の場への女性の参画は諸外国と比

べて低い水準となっています。 

本市では、附属機関として設置する審議会等において、男女いずれか一方の委員の

数が、委員の総数の４割未満とならないよう選任することをさんかく条例で定めると

ともに、市職員の課長相当職以上に占める女性の割合を将来的に３０％とすることを

目指して、政策の決定過程における男女共同参画を進めています。 

岡山市の企業等においては、管理的職業従事者に占める女性の割合は１割程度と低

い状態であり、経営戦略の視点からの女性活躍推進の啓発など、女性の能力発揮のた

めの主体的な積極的取組を企業等に働きかけるとともに、働く女性自身の意識も含め、

女性活躍推進に向けた社会全体の意識の醸成を図ります。 

また、地域活動や農林水産業など、様々な分野における方針決定の場への女性の参

画を促進するため、性別による固定的役割分担意識の解消をはじめとした啓発や人材

育成への支援を進めます。 

【図表 政策や方針決定過程への女性の参画状況】 

年 度 
平成

19 年

平成

20 年

平成

21 年

平成

22 年

平成

23 年

平成

24 年

平成

25 年

平成

26 年

平成

27 年

市の女性管理職の割合(％) 6.1 5.5 5.1 4.9 5.8 5.7 6.9 6.5 8.4

市の審議会の女性委員の割合(％) 35.7 35.8 36.2 37.6 39.9 40.3 40.3 41.3 42.1

単位町内会長に占める女性の割合(％) 3.3 3.7 3.3 4.3 4.1 4.2 4.3 4.7 6.1

ＰＴＡ会長に占める女性の割合(％) 7.8 9.4 12.5 9.4 10.3 4.0 8.7 11.1 11.1

9
重点目標

（平成 27 年「第３次さんかくプラン」行政評価）
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【図表 各分野における主な「指導的地位」に女性が占める割合】 

（H28 男女共同参画白書）

（備考）１．内閣府「女性の政策・方針決定参画状況調べ」（平成 27 年 12 月）より一部情報を更新。

    ２．原則として平成 27年値。ただし、*は 26 年値、**は 28 年値。（注）は速報値。

    なお、★印は、第４次男女共同参画基本計画において当該項目が成果目標として掲げられているもの。
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数値目標（行政が事業を行う上で目標とする数値）

数値目標 H2８現状値 H33目標値 

市の審議会の委員の割合 ％ 
男女いずれの委

員も40％以上 

市の女性管理職*の割合 ％ 14％ 

* 市の女性管理職の割合：ここでいう管理職とは教育職を除く課長相当職以上の職員を指す。

成果目標（男女共同参画社会の進展の度合いを測る目安）

成果指標 定義 

単位町内会長の女性の割合 単位町内会長に占める女性の割合 

ＰＴＡ会長の女性の割合 
市内の小学校・中学校のＰＴＡ会長のうち、女性の会長

の占める割合 

施策の方向性と具体的施策 

（１）行政分野における女性の参画促進

具体的施策① 市の審議会等における女性委員参画状況の定期的な把握と目標の

早期達成

施策の内容 主な事業 担当課 

市の附属機関*として設置されて

いる審議会等について、男女いず

れの委員の数もその総数の４０％

以上となるよう選任し、男女の意

見を審議や調査に反映させます。

また、附属機関以外の協議会等に

ついては、女性委員の登用状況を

把握し、登用促進を働きかけます。

審議会等の設置並びに運営状況の

調査の実施 
行政事務管理課 

さんかく条例に基づき、審議会等

における積極的改善措置の実施 

女性が輝くまちづく

り推進課・関係各課 

* 附属機関：行政に対して調停、審査、諮問又は調査を行う機関
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具体的施策② 女性の市職員の管理職への任用

施策の内容 主な事業 担当課 

積極的に女性の職域を拡大し、性

別にかかわらず職員一人ひとりの

成績に応じた管理職への任用を図

り、女性の管理職登用に向けた社

会的気運を高めていきます。 

女性職員の職域や分担する職務の

拡大 
人事課 

能力・実績主義に基づいた女性職

員の管理職への登用 
人事課 

女性職員の活躍推進研修の実施 人事課（人材育成室）

（２）企業、教育機関、その他の各種機関・団体等における女性の能力発揮の

ための取組の推進の取組の促進

具体的施策① 企業や各種団体等における女性の能力発揮のための積極的取組

（ポジティブ・アクション）への働きかけ

施策の内容 主な事業 担当課 

女性の能力発揮に積極的に取り組

む事業者を表彰し、広く紹介する

とともに、企業向けの講演会等を

実施し、人材の有効活用が経営の

効率化に資することの理解を深め

ます。 

雇用の分野において男女共同参画

社会の形成の促進に関する取組を

積極的に行う事業者の表彰 

女性が輝くまちづくり

推進課 

企業向け講演会の実施 
女性が輝くまちづくり

推進課 

具体的施策② 方針決定過程への女性の参画の促進

施策の内容 主な事業 担当課 

方針決定過程への女性の参画に関

し、企業・教育機関・ＰＴＡ・町

内会等様々な分野における現状を

調査し、情報提供に努めます。 

政策・方針決定過程への女性の参

画状況に関する定期的な調査の実施

女性が輝くまちづくり

推進課 

（３）農林水産業における政策・方針決定過程への女性の参画の拡大

具体的施策① 農林水産業における女性の参画目標の策定と早期達成

施策の内容 主な事業 担当課 

農林水産業において女性の果たし

ている役割の重要性を考慮して、

関係機関との連携のもと、女性の

参画目標を策定し、達成に向けた

積極的な取組を推進します。 

農林水産業における女性の参画目

標の策定 
農林水産課・農業委員会
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具体的施策② 女性の能力開発と適正な評価

施策の内容 主な事業 担当課 

意欲のある女性が地域における方

針決定に参画する上で必要な能力

を身につけるための研修等を支援

します。 

家族経営協定*締結に向けた啓

発・支援を行います。 

岡山市農林水産女性部協議会への

支援 
農林水産課 

岡山市女性農業士連絡協議会への

支援 
農林水産課 

家族経営協定締結の啓発・支援 農林水産課 

＊家族経営協定 

家族農業経営にたずさわる各世帯員が、意欲とやりがいを持って経営に参画できる魅力的な農業経営を
目指し、経営方針や役割分担、家族みんなが働きやすい就業環境などについて、家族間の十分な話し合い
に基づき、取り決めるもの。 

具体的施策③ 農業委員等への女性の登用の促進

施策の内容 主な事業 担当課 

農業委員等への女性の登用を進め

ると共に、関係機関と連携して、

農業施策に女性の意思が反映され

るよう努めます。 

女性農業士・女性認定農業者の育成 農林水産課 

農業委員会活動への女性農業委員

の参画 
農業委員会 


